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背景・目的 
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１ １ 

背景・目的 
 

我が国における今後のまちづくりは，人口の急激な減少と高齢化を背景として，高齢者や子育て世
代にとって，安心できる健康で快適な生活環境を実現すること，財政面及び経済面において持続可能
な都市経営を可能とすることなどが⼤きな課題になっています。こうした中，医療・福祉施設，商業施
設や住居等がまとまって⽴地し，高齢者や子育て世代をはじめとする住⺠が公共交通によりこれらの
生活利便施設にアクセスできるなど，福祉や交通なども含めて都市構造を⾒直し，「コンパクトシティ・
プラス・ネットワーク」の考えでまちづくりを進めていくことが重要です。 

こうした背景を踏まえ，⾏政と⺠間業者が⼀体となってコンパクトなまちづくりに取り組んでいく
ため，平成 26（2014）年に都市再生特別措置法が改正され，新たに⽴地適正化計画制度が創設されま
した。⽴地適正化計画制度では，「コンパクトなまちづくり」と「公共交通によるネットワーク」の連
携に関する包括的なマスタープランの構築と「コンパクトなまちづくり」を進めるために，居住や福祉
などの⺠間施設の誘導を図ることに焦点を当てた制度となっています。 

三原市における人口減少は，⽇本の全体人口より 20 年以上早く始まっており，高齢者の増加や少子
化も顕著な状況です。また，財政面においては人口減少や地価の下落に伴う税収の減少や社会福祉関
係経費の増加，公共施設の⽼朽化に伴う維持・更新費の⼤幅な増加⾒込みなど，非常に厳しい状況にあ
ります。さらに，⾞社会の進⾏等を背景に郊外部での宅地開発が進み，中心市街地の空洞化が⼤きな課
題となっています。 

このような中，平成 22（2010）年に策定した都市計画マスタープランでは，これまでの市街地拡⼤
型の市街地整備からの転換を図り，既存ストックを活かした集約型の都市構造により，持続可能で⼀
体的なまちづくりを目指すことを定めています。⽴地適正化計画制度は，集約型都市構造の実現に向
けた新たなツールとして有効な制度であることから，「三原市⽴地適正化計画」を策定し，コンパクト
＆ネットワークにより持続可能で⼀体的なまちづくりの実現に取り組みます。 

 

 

 

▲⽴地適正化計画の誘導策によるコンパクト＆ネットワークへの取組み 
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１ ２ 
計画の前提 
 

１．立地適正化計画の意義と役割    
 
コンパクトシティ実現には時間を要し，本来⻑期的な⾒通しが求められることから，本計画には，次

のような意義と役割が期待されます。 

 

 
▲時間軸をもったアクションプランのイメージ  

○都市全体を⾒渡したマスタープラン 
⽴地適正化計画は，都市全域を⾒渡したマスタープランとしての性質を持ち，都市計画マスタ
ープランの⼀部と⾒なされます。居住や医療・福祉・商業，公共交通等のさまざまな都市機能
と，都市全域を⾒渡したマスタープランとして機能する都市計画マスタープランの高度化版と
言われています。 

○都市計画と公共交通の一体化 
居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域公共交通の再編と
の連携により「コンパクトシティ・プラス・ネットワーク」のまちづくりを進めます。 

○都市計画と⺠間施設誘導の融合 
⺠間施設の整備に対する支援や⽴地を緩やかに誘導する仕組みを⽤意し，インフラ整備や⼟地
利⽤規制など従来の制度と⽴地適正化計画との融合による新しいまちづくりが可能になります。

○時間軸をもったアクションプラン 
計画の達成状況を評価し，状況に合わせて，都市計画や居住誘導区域を不断に⾒直すなど，時
間軸をもったアクションプランとして運⽤することで効果的なまちづくりが可能になります。 

○都市計画と公的不動産の連携 
財政状況の悪化や施設の⽼朽化を背景とした，公的不動産の⾒直しと連携し，将来のまちのあ
り⽅を⾒据えた公共施設の再配置や公的不動産を活⽤した⺠間機能の誘導を進めます。 

○市街地空洞化防⽌のための新たな選択肢 
居住や⺠間施設の⽴地を緩やかにコントロールできる，市街地空洞化防⽌のための新たな選択
肢として活⽤することが可能です。 
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２．立地適正化計画の内容    
 

⽴地適正化計画には，計画区域を記載する他，基本的な⽅針，その他必要な事項を記載する必要があ
ります。⽴地適正化計画に記載する内容は次のとおりです。 

 

①⽴地適正化計画の区域【必須事項】 
⽴地適正化計画の区域は，都市再生特別措置法第 81 条第１項の規定により，都市計画区域内
でなければならず，都市全体を⾒渡す観点から都市計画区域全体とすることが基本になります。
また，⽴地適正化計画区域内には，居住誘導区域と都市機能誘導区域の双⽅を定めると共に，
居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を定めることが必要です。 

②⽴地の適正化に関する基本的な⽅針【必須事項】 
計画策定により都市の現状把握・分析を⾏い，課題を整理し，その上でまちづくりの理念や目
標，目指すべき将来像を示すとともに，計画の総合的な達成状況を的確に把握できるよう，定
量的な目標を設定します。 

③居住誘導区域【必須事項】 
居住誘導区域とは，人口減少の中にあっても⼀定エリアにおいて人口密度を維持することによ
り，生活サービスやコミュニティが持続的に確保されるよう，居住を誘導すべき区域です。 

④居住誘導区域内に居住を誘導するために講ずる施策【必須事項】 
居住誘導区域内の居住環境の向上，公共交通の確保等，居住の誘導を図るために，財政上，⾦
融上，税制上の支援措置等を記載することができます。 

⑤都市機能誘導区域【必須事項】 
都市機能誘導区域とは，医療・福祉・商業等の都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導し，
集約することにより，これらの各種サービス施設の効率的な提供を図る区域です。 

⑥誘導施設【必須事項】 
誘導施設とは，都市機能誘導区域ごとに，⽴地を誘導すべき都市機能増進施設（居住者の共同
の福祉や利便性を図るために必要な施設であって，都市機能の増進に著しく寄与するもの。）で
す。誘導施設が無い場合は，都市機能誘導区域を設定することができないものとなっています。 

⑦都市機能誘導区域内に誘導施設の⽴地を誘導するために講ずる施策【必須事項】 
都市機能誘導区域内に都市機能の誘導を図るために，財政上，⾦融上，税制上の支援措置等を
記載することができます。また，施策を事前明示することにより，⺠間事業者がその中から活
⽤可能な施策を選択することができるようになり，結果として，都市機能の誘導が図られるこ
とになります。 

⑧居住調整地域【任意事項】 
⽴地適正化計画区域内において，住宅地化を抑制するために定める地域地区であり，市街化調
整区域には定めることはできません。 

⑨跡地等管理区域【任意事項】 
空き地が増加しつつあるものの相当数の住宅が存在する既存集落や住宅団地等において，跡地
等における雑草の繁茂，樹⽊の枯損等を防⽌し，良好な生活環境の確保や美観風致の維持を図
ることを目的として，跡地等の適正な管理を必要とする区域及び跡地等の管理に係る指針を定
めることができます。（居住誘導区域には定めることができません。） 
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図 各種制度活⽤イメージ図 

  

⑩特例制度【任意事項】 
●提案制度：居住誘導区域内において，20 ⼾以上の住宅整備に関する事業を⾏おうとする者

は，都市計画⼜は景観計画について，住宅地の良好な環境・景観を保全するための提案を⾏
うことができます。 

●駐⾞場配置適正化区域：都市機能誘導区域内において，歩⾏者の移動上の利便性及び安全性
の向上のための駐⾞場の配置の適正化を図るべき区域を記載することができます。 

●特定⽤途誘導地区：都市機能誘導区域内において，都市計画に特定⽤途誘導地区を定めるこ
とにより，誘導施設を有する建築物について，容積率・⽤途制限を緩和することができます。 
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３．計画の位置づけ    
 

⽴地適正化計画は，三原市⻑期総合計画（みはら元気創造プラン），並びに広島県が策定する広島県
都市計画区域マスタープランに即し，三原市都市計画マスタープランとの調和が保たれたものでなけ
ればなりません。また，都市全体を⾒渡したマスタープランとして，公共交通をはじめ医療，福祉，商
業等の各政策分野における諸計画との連携を図る必要があります。 

以下に⽴地適正化計画の位置づけについて整理します。 

 

 

 

 

４．計画の区域及び計画期間    
 

⽴地適正化計画は，都市計画区域内に定める計画であり，本市には，備後圏都市計画区域と本郷都市
計画区域の２つの都市計画区域を有しています。両都市計画区域は⼀体の生活圏が構築されているこ
とから，⽴地適正化計画の区域は両都市計画区域を対象とします。 

また，⽴地適正化計画の検討にあたっては，⼀つの将来像として概ね 20 年後の都市の姿を展望する
ことが考えられますが，あわせてその先の将来も考慮することが必要とされています。そのため，本計
画の終期は定めず，策定時から概ね５年ごとに評価・⾒直し等を⾏いながら，その都度，概ね 20 年後
の都市の姿を展望しながら，計画の実現を目指します。 

 

  

広島県都市計画区域マスタープラン 

（備後圏・本郷都市計画区域の整備，開発および保全の⽅針） 

各政策分野の計画    

（商工業，農業，福祉，環境等）    

●三原市の定める都市に関する基本計画等 

（下⽔道，公園・緑地，住宅等） 

●三原市の定める都市計画 

（⼟地利⽤，都市施設等） 

三原市都市計画マスタープラン 
（都市計画に関する基本的な方針） 

三原市立地適正化計画 
（都市計画マスタープランの一部） 

●
三
原
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン

 

●
三
原
市
ま
ち
・ひ
と
・し
ご
と
創
生
総
合
戦
略

 

三原市⻑期総合計画 

（みはら元気創造プラン） 

運⽤ 調整 

即す 即す 

整合 
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第２章 
都市の現状把握と課題の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



10 

 

  



11 

 

２ １ 

都市の現状把握 
 

１．人口    
 

○総⼈⼝は，昭和 60(1985)年の約 111,000 ⼈をピークとして，その後減少に転じており，今後も
減少すると推計されています。 

○平成 22(2010)年から 30 年後の平成 52(2040)年には，約 10 万⼈から約 72,000 ⼈まで減少し，
平成 22(2010)年に対して約 28％の減少が⾒込まれています。 

○総⼈⼝の約 72,000 ⼈は，昭和初期の総⼈⼝規模と同程度となります。 
 

 

図 将来推計の総⼈⼝ 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年３⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 
※合併以前の数値は旧市町分を合算した⼈⼝ 
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○⼈⼝集中地区(DID)は，昭和 35(1960)年の設定当初から平成 22(2010)年の 50 年間で，⼈⼝は
1.2 倍，面積は 2.1 倍に増加しています。 

○⼈⼝集中地区(DID)の⼈⼝密度は，昭和 35(1960)年の設定当初は⾼密度でありましたが，その後
の⾼度経済成⻑期において⼟地区画整理事業等の基盤整備を⾏うなど急速に市街地が拡⼤し，そ
の⼀⽅で⼈⼝密度は減少しています。 

○⼟地区画整理事業による良好な宅地供給とあわせて，無秩序な市街化の抑制を目的として，昭和
48(1973)年に市街化区域・市街化調整区域（線引き）を指定した後は，⼈⼝集中地区(DID)はほ
ぼ⼀定の⼈⼝密度（4,500 ⼈/km2 強）で推移しています。 

 

 

 

図 ⼈⼝集中地区(DID)の推移 

 

図 ⼈⼝集中地区(DID)の⼈⼝密度推移 

資料：国勢調査 
※面積割合は現市域面積 471.54k ㎡(H26.10.1 現在)に対する割合 

 

 

 

図 ⼈⼝集中地区(DID)の変遷 

資料：国⼟数値情報(国⼟交通省) 
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○三原市の⼈⼝集中地区(DID)の⼈⼝密度は，広島県内各市町の中では中位に位置しています。 

 

図 広島県内市町の⼈⼝集中地区の⼈⼝密度 

資料：Ｈ22 国勢調査 
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○⼈⼝密度の⾼いところは，概ね三原駅周辺の城町，港町をはじめとした市街化区域内や本郷駅周
辺の本郷南をはじめとした⽤途地域内に集中しています。⼀部，久井町江⽊や⼤和町下徳良・和
⽊をはじめとした中山間地域や須波，幸崎などの沿岸部でも⾼いところが存在しています。 

 

 

図 ⼈⼝密度 100m メッシュ図 
資料：Ｈ22 国勢調査 500ｍメッシュを加⼯して作成 
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○市街化区域内の本町や糸崎など⾼齢化率の⾼い地区が存在しています。 

○久井地域，⼤和地域などの中山間地域や幸崎などの沿岸部など，40％以上の⾼齢化率となってい
るところが多く点在しています。 

 

 

図 65 歳以上の⼈⼝構成率 100m メッシュ図 
資料：Ｈ22 国勢調査 500ｍメッシュを加⼯して作成 
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２．土地利用    
 

（１）土地利用の変遷 
○市街地（建物⽤地）は，昭和 51(1976)年から，平成 21(2009)年の約 30 年間で，⼈⼝増加にあ

わせて平地部を中心に拡⼤しており，約 1,400ha も拡⼤しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ⼟地利⽤の変遷 

資料：国⼟数値情報 

 

 

（２）空き家 
○世帯数の増加にあわせて，住宅数は増加しています。 
○世帯数の増加を⼤きく上回って住宅数が増加し，これにあわせて空き家も増加しており，平成

25(2013)年の空き家率は約 16％にも及んでいます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 世帯数と住宅数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 空き家の推移 

 

資料：住宅・⼟地統計調査，広島県⼈⼝移動統計調査 
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○腐朽・破損がない空き家は，平成 20(2008)年から平成 25(2013)年の 5 年間で 230 棟増加して
います。 

○三原市の将来⼈⼝推計では，今後は世帯数の減少も⾒込まれており（平成 22(2010)年から平成
37(2025)年で約 3,700 世帯減少），平成 25(2013)年には腐朽・破損がない空き家が約 5,550 ⼾
あることから，今後も空き家が増加することが予想されます。 

 

 

図 空き家の状態の推移 

資料：住宅・⼟地統計調査 
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り，壁や基礎の⼀部にひびが入っていたり，かわらが⼀部はずれているものや，雨どいが破損し
てひさしの⼀部が取れている場合など。 

  
腐朽・破損なし 
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別荘 
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その他 
ふだん住んでいる住宅とは別に，残業で遅くなったときに寝泊まりするなど，た
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賃貸⽤の住宅 
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断が困難な住宅を含む。） 

〔住宅・⼟地統計調査における空き家の定義〕 

230 棟の増加 
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３．公共交通    
 

○鉄道は，主に広域的な移動を支える手段であり，広域連絡機能を持つＪＲ山陽新幹線，地域間連
絡機能を持つＪＲ山陽本線・ＪＲ呉線が運⾏しています。また，ＪＲ三原駅は鉄道と路線バスの
交通結節点となっており，本駅を起点とする路線バスが各⽅面と連絡しています。 

○バスは，広域的な移動を支える⾼速バス，市内や近隣地域間での連絡を支える路線バスがあり，
⺠間事業者により国道，主要地⽅道，県道等を中心に運⾏されています。 

○地域コミュニティ交通は，鉄道やバスで提供可能な運⾏サービスを補完し，市内のより広いエリ
アにおいて市⺠⽣活を支えるために，本市や住⺠団体が運営主体を担う地域公共交通です。定時
定 路線型のバスや，デマンド⽅式の乗合タクシーなど，地域の実態に応じたサービスが提供さ
れています。 

○その他，旅客船，フェリー，⾼速船が連絡しています。 

 

図 三原市の主な地域公共交通 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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○通勤・通学時の代表交通手段構成⽐の変化をみると，平成 12(2000)年から平成 22(2010)年の
10 年間で，⾃動⾞利⽤が約 7 ポイント増加する⼀⽅，公共交通機関や⾃転⾞，⼆輪⾞の利⽤は減
少しています。 

○鉄道駅周辺，バス路線沿線では，鉄道・バスそれぞれの利⽤者が他の地域と⽐較して多くなって
います。 

 
図 通勤・通学時の代表交通手段構成⽐の変化 

資料：国勢調査 

 
図 通勤通学時の鉄道・電⾞利⽤率 

資料：Ｈ22 国勢調査 500ｍメッシュを加⼯して作成 
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図 通勤・通学時のバス利⽤率 

資料：Ｈ22 国勢調査 500m メッシュを加⼯して作成 
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○昭和 50(1975)年から平成 25(2013)年の 38 年間で，⾃動⾞登録台数は約 2.5 倍に増加していま
す。 

○ＪＲ三原駅の乗⾞⼈員は平成 4(1992)年度をピークに年々減少しており，昭和 50(1975)年度か
らの約 40 年間で約 40％減少しています。 

○JR 本郷駅は平成 15（2003）年から増加し，近年は横ばいで推移しています。その他の駅は微減
となっています。 

 

図 ⾃動⾞登録台数の推移（※各年，調査時の三原市域の数値） 

資料：⾃動⾞登録台数は広島県統計年鑑（各年度末値，※軽⾃動⾞は含まない） 

 

 

図 ＪＲ三原駅の乗⾞⼈員（⽇平均） 

資料：広島県統計年鑑 
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図 ＪＲ鉄道駅の乗⾞⼈員（年間） 

資料：広島県統計年鑑 

 

 

○三原市の免許保有者数は減少していますが，65 歳以上（⾼齢者）の免許保有率は年々増加してお
り，平成 26(2014)年は 56％に達し，⾼齢者の 2 ⼈に 1 ⼈は免許を保有しています。 

 

図 年齢別の免許保有の推移 

資料：免許保有者数は広島県警 HP，年齢別⼈⼝は三原市 HP（各年末値） 
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○市内の路線バスの利⽤状況は。経常収益の変化でみると減少傾向にあり，平成 25(2013)年は平成
22(2010)年に⽐べて約３％減少しています。 

 

図 路線バスの利⽤状況（経常収益推移） 

 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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○バス路線から 500ｍ以遠の地区（⾜腰に障害のない⾼齢者が徒歩で 10 15 分以上かかる地区）
を路線バスの利⽤が不便な地区としてみると，特に市北部の久井地域及び⼤和地域において，不
便地区が広範囲に分布しています。しかしながら，これらの地域には地域コミュニティ交通が運
⾏しており，地域内の交通手段が確保されています。 

○また，三原地域，本郷地域においても，路線バスの利⽤が不便な地区において，地域コミュニティ
交通が運⾏しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 可住地における路線バス利⽤が不便な地区の分布 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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○市内の地域コミュニティ交通の利⽤状況は，各地域で運⾏形態・便数等に差があるため利⽤者数
の多い路線（⼤和ふれあいタクシー）もありますが，１便当たりの利⽤者数でみると，0.8 ⼈ 
4.0 ⼈しかなく，利⽤が低迷しています。 

 

 

図 地域コミュニティ交通の利⽤状況 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 

 

 

図 地域コミュニティ交通の利⽤状況 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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図 地域コミュニティ交通の運⾏エリア 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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○地域コミュニティ交通の運⾏路線（路線バス路線を含む）から 300ｍ以遠（90％の⼈が抵抗感な
しで歩くことができる距離／出典：バスサービスハンドブック[⼟⽊学会]）の地区を，利⽤が不便
な地区とすると，市内における可住地の多くのエリアにおいて，サービスが利⽤できる状況が確
認できます。なお，⼤和町は全体がデマンド⽅式による運⾏エリアのため，全域が利⽤可能な地
区として整理しています。 

○ただし，幹線道路から離れたエリアにおいては，利⽤が不便な地区も点在しています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 路線バス及び地域コミュニティ交通の利⽤が不便な地区の分布 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 

 

 

  

※大和町は全体がデマ

ンド方式による運行

エリアのため，全域で

利用可能(300m以内) 
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○本市の交通事業（教育関連除く）に係る年間市負担額は，平成 25(2013)年度で 277,988 千円で
す。 

○経年変化をみると，平成 19(2007)年以前は増加傾向にありましたが，市営バスの⺠間移譲に伴う
経費節減効果により，市負担額は⼤きく減少しています。 

○しかしながら，⺠間移譲後で最も負担額が⼩さい平成 21(2009)年度と⽐較すると，平成
25(2013)年度は 30,840 千円の増加となっており，また，路線バス等の地域公共交通の収益（運
賃収入等）が徐々に減少する現状を考えると，今後，さらなる負担額の増加が懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三原市地域公共交通網形成計画 
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４．都市機能    
 

（１）人口カバーの状況 
○本市の主要な都市機能における⼈⼝カバー状況は下図に示すとおりであり，駅・バスの公共交通

が約 8 割と⾼く，病院・商業等の⽣活サービス施設が 4 5 割と低い状況であります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各施設から半径 800m 圏（徒歩圏）を基本に，Ｈ22 国勢調査 500m メッシュを基に作成した 100m メッシュより算出 
※メッシュの重心が各エリアに含まれるものを対象として集計 

 

 

〇医療・福祉・商業等の⽇常⽣活サービス施設は，⼀定の⼈⼝密度に支えられてきた状況であり，⼈
⼝減少に伴う⼈⼝密度の低下は⽇常サービス施設の持続が困難となる可能性が懸念されます。 

〇現状の⼈⼝分布に対する施設⽴地状況を評価することが将来都市構造を検討する上で重要となり
ます。 

〇また，カバー率に⽤いる徒歩圏は，｢都市構造の評価に関するハンドブック(平成 26 年 8 ⽉ 国⼟
交通省都市局都市計画課)｣では徒歩圏として半径 800ｍを⽤いている。バス停のみ 300ｍ。 
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 【⼈⼝カバー率とは】 
・各施設から半径 800ｍ（徒歩圏）に⼈⼝の何割が居住しているかを示す⽐率 

⼈⼝カバー率 ＝  
各施設から半径 800ｍ（徒歩圏）に居住している⼈⼝ 

対象地区の⼈⼝総数 
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○地区別に⽐較すると，市街化区域又は⽤途地域においては病院，障害者福祉施設を除いて 7 割を
超えており，他の区域と⽐較すると最も⾼い状況です。 

○三原中央地域も⽐較的⾼い状況です。 
○三原南部地域は⻭科診療所や調剤薬局，商業施設などの 7 つの施設で 5 割未満となっており，上

記 2 地区よりも低い状況です。 
○本郷地域は，三原南部地域と同様に⻭科診療所や調剤薬局，商業施設などの 5 つの施設で 5 割未

満となっています。 
○久井地域，⼤和地域は 3 割に満たない施設が多い状況です。 
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（２）都市機能（駅・バス） 
○市街化区域，⽤途地域内など⼈⼝密度の⾼い地区は概ね駅やバス停が⽴地しており，概ねの⼈⼝

がカバーされています。 

○それ以外の久井地域，⼤和地域などの中山間地域では⼈が住んでいてもバス停が無い地区が多く
存在しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

  

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
駅・バス停は国⼟数値情報 

 

 

  

○駅から 800m 圏域，バス停から 300m 

人口カバー率 78.4％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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人口カバー率 43.6％ 

○施設から 800m 圏域 

久井支所 

本郷支所 

三原市役所 

大和支所 

（３）都市機能（病院） 
○⼈⼝カバー率は 43.6％で他の施設と⽐較すると低い状況であり，明神，宗郷，本郷南など⼈⼝密

度が⾼いエリアでも⼀部カバーできていない地区が存在します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
病院は市資料 
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（４）都市機能（診療所） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は⼩坂団地や⾃由ヶ丘ニュータウンなどの⼀部を除いては概ね⽴地していま

す。 

○それ以外の⼈⼝密度の低い中山間地域などでは施設⽴地が⾒られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 

診療所は市資料 

 

  

人口カバー率 67.3％ 

大和支所 

久井支所 

本郷支所 

三原市役所 

○施設から 800m 圏域 
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（５）都市機能（ 科診療所） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は幸崎などの⼀部を除いては概ね⽴地しています。 

○それ以外の⼈⼝密度の低い中山間地域などでは施設⽴地が⾒られません。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
⻭科診療所は市資料 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 60.3％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（６）都市機能（調剤薬局） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は⽊原などの⼀部を除いては概ね⽴地しています。 

○それ以外の⼈⼝密度の低い中山間地域などでは施設⽴地が⾒られません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
調剤薬局は市資料 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 63.6％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（７）都市機能（障害者福祉施設） 
○⼈⼝カバー率は 37.6％で他の施設と⽐較すると低い状況であり，⼈⼝密度が⾼い糸崎，中之町な

どで⼀部カバーできていない地区が存在します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
障害者福祉施設は市資料又は三原社会福祉協議会ホームページ 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 37.6％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（８）都市機能（⽼人福祉施設） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は概ね⽴地しています。 

○久井地域などの⼈⼝密度が低いエリアでも⼀部施設⽴地が⾒られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
⽼⼈福祉施設は市資料又は三原市社会福祉協議会ホームページ 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 71.0％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 



38 
 

（９）都市機能（児童福祉施設） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は概ね⽴地していますが，中之町などの市街化区域内や須波などにおいても

カバーできていない区域が存在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
児童福祉施設は市資料又は三原市社会福祉協議会ホームページ 

 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 52.8％ 

大和支所 
久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（10）都市機能（学校，幼稚園等） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は概ね⽴地しています。 

○⼤和地域，南⽅など⼈⼝密度が低いエリアでも⼀部施設⽴地が⾒られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
市資料又は三原市ホームページ，i タウンページ 

 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 66.9％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（11）都市機能（商業施設） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は概ね⽴地していますが，中之町，糸崎などの市街化区域内や須波，幸崎な

どの沿岸部においてもカバーできていない区域が存在します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 

全国⼩売店要覧 2014，i タウンページ 

 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 52.8％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（12）都市機能（銀⾏・郵便局） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は概ね⽴地しています。 

○それ以外の⼈⼝密度が低い中山間地域などでも⼀部施設⽴地が⾒られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
i タウンページ，ＪＡバンクホームページ 

 

  

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 69.0％ 

大和支所 
久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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（13）都市機能（公共施設） 
○⼈⼝密度の⾼い地区は中之町，須波ハイツなどを除いて概ね⽴地しています。 

○それ以外の⼈⼝密度が低い中山間地域でも施設⽴地が⾒られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：⼈⼝密度はＨ22 国勢調査 500m メッシュ 
市資料（庁舎，公⺠館，コミュニティ施設等） 

 

 

○施設から 800m 圏域 

人口カバー率 61.7％ 

大和支所 

久井支所 

三原市役所 

本郷支所 
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５．経済活動    
 

（1）中⼼市街地の衰退 
○中心市街地の年間販売額，店舗数ともに減少傾向にあり，平成 9(1997)年からの 15 年間で年間

販売額は約 7 割に，店舗数は約 6 割まで減少しています。 
○中心市街地の⼈⼝は，平成 7(1995)年以降増加しており，総⼈⼝に占める割合も年々増加してい

ます。 
 

図 中心市街地部の年間販売額 

 

図 中心市街地部の店舗数 

資料：三原市中心市街地活性化基本計画 

 

 

 
図 中心市街地の⼈⼝推移 

資料：三原市中心市街地活性化基本計画 
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○中心市街地の歩⾏者・⾃転⾞通⾏量は，地点によって差はあるものの概ね年々減少しています。 

 

 

図 中心市街地の歩⾏者・⾃転⾞通⾏量(休⽇) 
資料：三原市中心市街地活性化基本計画 

 

 

 

図 中心市街地の歩⾏者・⾃転⾞通⾏量(休⽇) 
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（２）都市の経済 
○都市に⼈⼝が集積すれば，様々な産業が成⽴しやすくなり，それは多様な財・サービスが供給さ

れることにもつながります。また，様々な産業が存在し規模の経済や範囲の経済が働くことで労
働者の⽣産性も⾼まります。 

○実際，都道府県，政令市ごとの⼈⼝密度と労働⽣産性の関係を⾒ても，正の相関があり，⼈⼝密度
の⾼い地域ほど労働⽣産性が⾼くなる傾向があることがわかります。（図表 2-1-44） 

○都市に⼈⼝が集積し⼈⼝密度が⾼くなれば，特にサービス業において効果があると考えられます。
多くのサービスはモノとは異なり輸送や保管が困難であるため，たとえ従業員を多く確保しても，
利潤は来店者数により左右されます。したがって，潜在的に多くの客を⾒込める⼈⼝密度が⾼い
地域に⽴地すれば，労働⽣産性は⾼くなると考えられます。 

○実際，⼈⼝集中地区(DID)を有する市町村におけるサービス業の労働⽣産性と⼈⼝集中地区(DID)
の⼈⼝密度の関係を⾒ると，正の相関が⾒られます。（図表 2-1-45） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

図表 2-1-44 労働⽣産性と⼈⼝密度の関係 

資料：平成 25 年度国⼟交通⽩書 

図表 2-1-45 サービス業の労働⽣産性と 
      DID 地区⼈⼝密度の関係 

資料：平成 25 年度国⼟交通⽩書 
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６．地価    
 

○固定資産税の課税標準額をみると市街化区域，⽤途地域の面積は全体の 4.1％に過ぎませんが，課
税標準額は市域の 70.4％を占めています。 

○しかし，市内各所の地価は，⻑期的な下落傾向が継続しており，特に商業地域の下落が顕著とな
っています。 

 

 

図 三原市の固定資産税課税面積と課税標準額（平成 27 年度） 

資料：三原市資料 

 

 

 

図 地域別の地価の変動率の推移 

資料：地価公示，都道府県地価調査 
   H8 H27 までのデータが揃っている地点を対象 
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７．災害    
 

○市街化区域や⽤途地域内，及び市街地縁辺部に，⼟砂災害や洪水・津波浸水などの災害リスクの
⾼い区域があり，安全な市街地形成に向けて防災性の向上が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 津波ハザードマップ 

資料：三原市津波ハザードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 浸水想定区域 資料：国⼟数値情報 

※複数の浸水想定のうち深いものを表示 

本郷支所 

三原市役所 

市街化区域又は用途地域 
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図 ⼟砂災害警戒区域（⼟⽯流） 

資料：広島県砂防 GIS 管理システム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ⼟砂災害警戒区域（急傾斜） 

資料：広島県砂防 GIS 管理システム 

 

  

警戒区域 

特別警戒区域 

市街化区域又は用途地域 

本郷支所 

三原市役所 

警戒区域 

特別警戒区域 

市街化区域又は用途地域 

本郷支所 

三原市役所 
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図 ⼟砂災害危険箇所（⼟⽯流） 

資料：広島県砂防 GIS 管理システム 

 

 

図 ⼟砂災害危険箇所（急傾斜） 

資料：広島県砂防 GIS 管理システム 

     

土石流危険渓流 

被害が想定される区域 

市街化区域又は用途地域 

本郷支所 

三原市役所 

急傾斜地崩壊危険箇所 

被害が想定される区域 

市街化区域又は用途地域 

本郷支所 

三原市役所 
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８．財政    
 

①税収の減少（市 税，固定資産税） 
○市⺠税（個⼈）の推移は，景気による変動があるものの概ね⽣産年齢⼈⼝に同調して推移してお

り，将来の⽣産年齢⼈⼝の減少に伴い，市⺠税(個⼈)は減収が予想されます。 

 

 

図 市⺠税(個⼈)の推移 

資料：三原市 HP（三原市の財政状況） 
⽣産年齢⼈⼝は住⺠基本台帳⼈⼝要覧 総務省⾃治⾏政局 

 

 

 

図 将来⼈⼝の推計（再掲） 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年３⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所） 
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（２）社会保障費（福祉，医療費）の増加 
○扶助費や介護保険（普通会計からの繰出⾦）は，⾼齢化，特に 65 歳以上⼈⼝の増加に伴って増加

しています。 
○さらなる⾼齢者の増加に伴い，今後も社会保障費（扶助費，国⺠健康保険や介護保険への普通会

計からの繰出⾦）がさらに増加し，財政状況を圧迫すると予想されます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 扶助費※１及び介護保険（繰出⾦）と 65 歳以上⼈⼝の推移 

資料：三原市 HP（三原市の財政状況），⼈⼝は住⺠基本台帳⼈⼝要覧 総務省⾃治⾏政局 

 

 

 

図 扶助費及び保健医療費（⼀般会計からの繰出⾦）の推移 

資料：三原市 HP（三原市の財政状況） 

 

 

 

 

※１ 扶助費：社会保障制度の⼀環として，⼀定水準の⽣活を維持するために給付される経費 
（⽣活保護費，児童手当，児童扶養手当，こども医療費など）  
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（３）公共施設の維持更新費の増加 
○公共建築物は，新耐震基準が適⽤された昭和 56(1981)年以前に半数が建築されており，引き続き

使⽤する施設については，耐震化が必要です。 
○建築後 30 年以上を経過している施設が半数を超えており，今後，改修・更新の費⽤の増加が⾒込

まれます。 
○公共施設（建物）をすべて保持した場合，今後 40 年間で改修・更新に約 1,945 億 7 千万円（1 年

あたり約 48.6 億円）を要する試算となります。（平成 21 25 年度の年平均は 38 億 8 千万円の
約 1.25 倍） 

 

 

図 ハコモノの建築年次別整備状況と主な内容（公営企業の施設を除く） 

 

 
図 市有施設に係る将来の更新費の推計 

資料：公共施設等総合管理計画 素案資料 

 

○インフラ施設においては今後 40 年間で約 2,855 億 3 千万円（1 年あたり約 71.4 億円）を要する試
算となります。（平成 21 25 年度の年平均は 39 億 7 千万円の約 1.8 倍） 
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（４）財政収支の悪化 
○平成 27(2015)年と平成 16(2004)年の財政状況を⽐較しますと，歳入総額は 11 億円増加してい

るものの，⾃主財源は 40 億円減少し，歳入総額に占める割合は約 47％から約 37％に⼤きく減少
しています。 

○歳出は，扶助費が約 1.7 倍に増加していますが，義務的経費割合は⼈件費や公債費の圧縮により，
歳出総額の約 51％から 47％に減少しています。 

○今後，⼈⼝減少，少⼦⾼齢化がさらに進⾏し，税収の減少や社会保障費の増加が⾒込まれるため，
投資的経費の確保が困難となることが予想されます。 

○これまでの⾏政サービスを⾒直し，官⺠連携や公共施設の効率化などにより，⾏財政のスリム化
など効率を⾼め，投資的経費の確保を図る必要があります。 

 

図 財政状況の推移 

資料：三原市 HP（三原市の財政状況・決算カード） 

 

  

義務的経費

227億円
47.0%

投資的経費

92億円
19.1%

その他経費

164億円
34.0%

人件費

80億円
16.6%

扶助費

84億円
17.3%

公債費

63億円
13.0%

普通建設事業費等

92億円
19.1%

物件費,

53億円
10.9%

補助費等

46億円
9.6%

維持補修費

6億円
1.2%

その他

59億円
12.3%

歳出総額

483億円

自主財源

181億円
37.4%

依存財源

302億円
62.6%

市税

137億円
28.4%

諸収入

17億円
3.5%

使用料・手数料等

17億円
3.6%

財産収入

3億円, 0.6%

繰入金・繰越金等

6億円 1.3%

地方交付税

103億円
21.3%

国庫支出金

61億円
12.7%

市債

81億円
16.7%

その他

22億円
4.5%

県支出金

31億円
6.4%

地方譲与税

5億円
1.0%

歳入総額

483億円

義務的経費

238億円
50.5%

投資的経費

90億円
19.0%

その他経費

144億円
30.5%

人件費

95億円
20.1%

扶助費

51億円
10.8%

公債費

92億円
19.6%

普通建設事業費等

90億円
19.0%

物件費,

46億円
9.8%

補助費等

31億円
6.6%

維持補修費

5億円
1.0%

その他

62億円
13.1%

歳出総額

472億円

自主財源

221億円
46.9%

依存財源

251億円
53.1%

市税

143億円
30.2%

諸収入

21億円
4.4%

使用料・手数料等

21億円
4.5%

財産収入

6億円, 1.2%

繰入金・繰越金等

31億円

6.6%

地方交付税

84億円
17.9%

国庫支出金

44億円
9.4%

市債

73億円
15.5%

その他

18億円
3.9%

県支出金

22億円
4.7%

地方譲与税

8億円
1.7%

歳入総額

472億円

【平成 16（2004）年実績】 

自主財源－義務的経費＝▲17 億円 

【平成 27（2015）年実績】 

自主財源－義務的経費＝▲46 億円 

市税
H27/H16=0.96 
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参考．都市構造の評価グラフ（他都市比較）    
 

○都市構造の評価について，全国 10 40 万⼈都市の平均値と⽐較すると，⽣活サービス施設の徒
歩圏⼈⼝カバー率，⽣活サービス施設利⽤圏平均⼈⼝密度は低い値を示しており，⼈⼝当りの公
共施設 等の維持・管理・更新費は⾼い値を示しています。 

○中国地⽅ 10 40 万⼈都市の平均値と⽐較すると，全国⽐較と同様な傾向にあります。 
 

 

▲全国⽐較レーダーチャート 

 

 

 

▲中国地⽅⽐較レーダーチャート 
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９．市 意向    
 

（１）調査目的 
現⾏の都市計画マスタープラン策定後における市⺠ニーズや課題等の変化を把握し，地域別住⺠の

「満⾜度」「重要度」検証のため，アンケート調査を⾏います。また，コンパクトなまちづくりに対す
る市⺠意識等についても把握します 

 

（２）調査概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）調査結果 
①属性 
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(44.4%)756

(55.6%)

性別

男性 女性
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584

47

(3.5%) 100

(7.3%)
140

(10.3%)
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(12.3%)

199

(14.6%)124

(9.1%)
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(12.6%)
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(18.4%)
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(11.9%)

年齢

16～19歳 20～29歳 30～39歳
40～49歳 50～59歳 60～64歳
65～69歳 70～79歳 80歳以上

16～64歳
65歳以上

対象：三原市⺠ 
対象数：3,000 ⼈（16 歳以上） 
抽出⽅法：住⺠基本台帳から無作為抽出 
時期：平成 27 年 10 ⽉ 23 ⽇（⾦）から 12 ⽉ 31 ⽇（⽊） 
調査⽅法：郵送配布・郵送回収 
回答数：1,369 通 
回収率：45.6％ 
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②安全性に関する重要度 
「重要」，「やや重要」と答えた⽅の割合がいずれの項目も 5 割以上となっています。中でも「⼟砂
災害，水害などの災害対策」と「街灯設置による安全性」の項目については 7 割以上となっていま
す。 
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339 420 393 94 39

536 428 247 70 30

377 497 301 78 33

267 451 455 78 32

465 420 299 77 40

574 446 194 52 42

（安全性） 

（１）周辺の建物（⾃宅や周辺の家など）の不燃化や耐震性の確保 

（２）がけ崩れや⼟砂災害，水害などへの災害対策 

（３）歩道の広さ，バリアフリー化などの歩道の安全性 

（４）公共公益施設のバリアフリー化などの状況 

（５）消防⾞など⾞両が入れる幅の道路や避難路の確保 

（６）夜間の街灯の設置による安全性 

問 あなたがお住まいの地区について，今後対策をとるべきものとして重要なものはどれで
すか。 
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③⽣活に必要な⽇常⽣活サービス施設 
⽣活に必要な⽇常⽣活サービス施設として「スーパーマーケットや商店街」といった商業施設の項
目が最も⾼く，次いで「⽇常的な医療施設」，「銀⾏や郵便局などの⾦融機関」の順となっています。 
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(29.1%)

(8.9%)

問 あなたは，⾃宅から⾃家⽤⾞を使わずに⾏けるところ（公共交通や⾃転⾞，徒歩等で⾏け
るところ）にどのような⽇常⽣活サービス施設があれば，⽣活しやすいですか。（複数回
答） 
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④各施設までの許容時間 
⽇常⽣活サービス施設までの許容時間については，徒歩，⾃転⾞のいずれにおいても「15 分まで」
と答えた⽅の割合が 8 割以上となっている。 
また，65 歳以上の⽅に限定しても同様の結果となっている。 

 

 

 

 

 
▲全体集計結果 

 

 

▲65 歳以上のみの集計結果 
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(35.7%)
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215

(17.0%)

施設までの所要時間（徒歩）

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

213

(18.3%)

433

(37.2%)

392

(33.6%)

127

(10.9%)

施設までの所要時間（自転車）

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

48

(9.3%)

181

(35.1%)

183

(35.5%)

103

(20.0%)

施設までの所要時間（徒歩）【65歳以上】

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

81

(18.4%)

149

(33.9%)

158

(35.9%)

52

(11.8%)

施設までの所要時間（自転車）【65歳以上】

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

問 前の設問で回答したような施設を⾃宅又は駅・バス停などから徒歩や⾃転⾞で利⽤する
際，あなたは，その施設までの所要時間はどのくらいまでなら許容できますか。 
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⑤公共交通（駅，バス停）までの許容時間 
駅までの許容時間は「15 分まで」と答えた⽅の割合が 7 割以上となっており，バス停までの許容時
間は「10 分まで」と答え⽅の割合が 7 割以上となっています。 
また，65 歳以上の⽅に限定しても同様の結果となっています。 

 

 

 

 

 

 

▲駅までの所要時間 

 

 

▲バス停までの所要時間 
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駅までの所要時間の許容時間

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

22

(4.5%)

151

(30.6%)

189

(38.3%)

131

(26.6%)

駅までの所要時間の許容時間【65歳以上】

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

438

(34.1%)

557

(43.3%)

241

(18.7%)

50

(3.9%)

バス停までの所要時間の許容時間

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

171

(32.5%)

222

(42.2%)

107

(20.3%)

26

(4.9%)

バス停までの所要時間の許容時間【65歳以上】

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

問 あなたが，鉄道（JR）又はバスを利⽤する際，徒歩で⾃宅からバス停までかかる時間は，
どれくらいまでなら許容できますか。 
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⑥人口減少・少⼦⾼齢化の認知度 
⼈⼝減少，少⼦⾼齢化の進展についての認知度は概ね 9 割となっています。 
 

 

 

 

 

 

 

⑦コンパクトシティの必要性 
コンパクトシティについて「必要」，「やや必要」と答えた⽅の割合が 8 割以上となっています。 
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(10.4%)

少子高齢化を知っているか

知っていた 概ね知っていた 知らなかった

644

(51.3%)394

(31.4%)

141

(11.2%)

61

(4.9%)

15

(1.2%)

コンパクトシティの必要性【三原市全域】

必要 やや必要 どちらでもない あまり必要でない 必要ではない

問 あなたは，三原市の⼈⼝が将来減少⾒込みであること，また少⼦⾼齢化が進展⾒込みで
あることについて知っていましたか。 

問 ⼈⼝減少・超⾼齢社会のまちづくりの問題への対応として「医療・福祉施設，商業施設や
住居等がまとまって⽴地し，公共交通によってこれらの施設にアクセスができ，⽇常⽣
活に必要なサービスが身近に存在する」ようなコンパクトシティが有効といわれていま
す。コンパクトシティの必要性についてどのように思われますか。 
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⑨人口減少・超⾼齢社会における今後のまちづくり 
⼈⼝減少・超⾼齢社会における今後のまちづくりとして「⽣活に必要なサービスが提供されるまち」
と答えた⽅が最も多く，次いで「公共交通機関の利便性が⾼く，利⽤しやすいまち」となっていま
す。⾼齢者では「地域コミュニティが維持されたまち」の回答割合が多くなっています。 
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(35.9%)

(22.9%)
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(4.5%)

(1.6%)

問 あなたは，⼈⼝減少・超⾼齢社会の進展が⾒込まれる中，今後どのようなまちづくりが重
要だと思いますか。（複数回答） 
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(1980) (1985) (1990) (1995) (2000) (2005) (2010) (2015) (2020) (2025) (2030) (2035) (2040)

S55  S60   H2   H7   H12   H17  H22 H27   H32   H37   H42   H47   H52 

≪３０年後≫ 

２ ２ 

人口の将来⾒通しに関する分析 
 

１．⽇本全国の状況    
 

○⽇本全国の⼈⼝は，平成 22(2010)年をピークとして，平成 52(2040)年までの今後 30 年間で，
約 2 割程度の厳しい⼈⼝減少が⾒込まれています。 

○65 歳以上の⽼年⼈⼝の伸び率は鈍化する⼀⽅で，15 64 歳の⽣産年齢⼈⼝は約 3 割程度減少
すると⾒込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 全国の将来推計⼈⼝ 

資料：国⼟交通省都市局都市計画課作成資料 
（国勢調査，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所）（平成 25 年 3 ⽉推計） 
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２．三原の将来人口    
 

（１）将来人口 
○総⼈⼝は，昭和 60(1985)年の約 111,000 ⼈をピークとして，その後減少に転じており，今後も

減少すると推計されています。 
○平成 22(2010)年から 30 年後の平成 52(2040)年には，約 10 万⼈から約 72,000 ⼈まで減少し，

平成 22(2010)年に対して約 28％の減少が⾒込まれています。 
○本市の将来展望を踏まえた⼈⼝ビジョンでは，約 7％回復し，約 8 万⼈(約 21％減)になると⾒込

んでいます。 
 

 

図 将来推計の総⼈⼝ 

資料：現況は国勢調査（S55 H22） 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年 3 ⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 合併以前の数値は旧市町分を合算した⼈⼝ 
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②年齢３区分人口 

○15 64 歳⼈⼝の割合は減少を続け，⼈⼝ピーク時の昭和 60（1985）年から平成 22（2010）年
で 6.3 ポイント減少しており，平成 22（2010）年から平成 52(2040)年では 9.1 ポイント減少
すると推計されています。また，0 14 歳⼈⼝の割合は，昭和 60(1985)から平成 22（2010）年
で 8.7 ポイント減少しており，平成 22（2010）年から平成 52（2040）年では 2.5 ポイント減
少すると推計されています。 

○⼀⽅，65 歳以上⼈⼝の割合は増加を続け，平成 22(2010)年から平成 52(2040)年で 11.7 ポイ
ント増加すると推計されています。 

 

図 年齢３区分別推計⼈⼝ 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年 3 ⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 

 

図 年齢３区分別推計⼈⼝の構成⽐ 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年 3 ⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 
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③広島県内の人口推計 
○広島県内の⼈⼝規模が同程度の市町（平成 22(2010)年の⼈⼝が 5 15 万⼈未満の市町）の将来

推計⼈⼝を⽐較しますと，各市町とも将来⼈⼝の減少が推計されています。 
○三原市の平成 52(2040)年⼈⼝は，平成 22(2010)年から約 28％の減少が⾒込まれており，⼈⼝

規模が同程度の市町と⽐べて，⼈⼝減少率が⼤きい傾向にあります。 

 

図 広島県内市町の将来推計⼈⼝ (2010 年⼈⼝規模が 5 15 万⼈の市町) 
資料：国勢調査，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（平成 25 年 3 ⽉推計） 

 

 

図 広島県内同規模市町の将来推計⼈⼝（指数） 

資料：国勢調査，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（平成 25 年 3 ⽉推計） 
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④年齢３区分人口の推計 
○広島県内の⼈⼝規模が同程度の市町における年齢区分別⼈⼝をみると，平成 22(2010)年時点で，

ほとんどの市町が⾼齢化率 21％を超え，超⾼齢化社会となっています。 
○平成 52(2040)年には，各市町ともに，⽼年⼈⼝(65 歳以上)割合の増加，⽣産年齢⼈⼝(15 64

歳)割合の減少が進⾏すると推計されていますが，三原市は⾼齢化率が約 40％となっており，三
次市や廿⽇市市と同程度です。 

 

図 同規模⼈⼝の広島県内市町の年齢区分別⼈⼝ 

資料：国勢調査，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（平成 25 年 3 ⽉推計） 

 

 

表 同規模⼈⼝の広島県内市町の年齢区分別⼈⼝ 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査，国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所（平成 25 年 3 ⽉推計） 
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⑤総世帯数 
○総⼈⼝のピークは，昭和 60(1985)年であるが，世帯数は平成 22(2010)年をピークとして，その

後は緩やかに減少すると推計されています。 
○昭和 60(1985)年以降の⼈⼝減少期には，核家族化や単身世帯の増加により，世帯数は増加してい

ましたが，今後は⼈⼝減少にあわせて世帯数も減少すると推計されています。 

 

図 将来推計の総世帯数 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年３⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 

 

 

図 将来⼈⼝・世帯数の変化指数 

資料：現況は国勢調査（S55 H22）， 
推計値は『⽇本の地域別将来推計⼈⼝』（平成 25 年 3 ⽉推計）（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所 ） 
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⑥地区別人口推計 
○平成 22（2010）年と平成 52（2040）年の地区別⼈⼝を⽐較すると久井地域，⼤和地域などの中

山間地域などでは⼈⼝減少が顕著となっています。また，市街地中心部においても⼈⼝が減少す
る⾒込みとなっています。 

 

 

図 地区別⼈⼝総数（Ｈ22 500 メッシュ） 
資料：Ｈ22 国勢調査 500m メッシュ 
  

Ｈ22 

大和支所 

久井支所 

本郷支所 三原市役所 
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図 地区別⼈⼝総数（Ｈ52 500 メッシュ） 
資料：Ｈ22 国勢調査 500m メッシュを⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 

⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 

 

 

  

Ｈ52 

大和支所 

久井支所 

本郷支所 三原市役所 
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○65 歳以上⼈⼝は現在でも 35％以上の⾼い地区が多数存在していますが，平成 52（2040）年に
は 35％以上の地区が⼤半を占める⾒込みとなっています。 

 

 

 

 

図 地区別⾼齢化率（Ｈ22 500 メッシュ） 
資料：Ｈ22 国勢調査 500m メッシュ 

 

 

  

Ｈ22 

大和支所 

久井支所 

本郷支所 三原市役所 
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図 地区別⾼齢化率（Ｈ52 500 メッシュ） 
資料：Ｈ22 国勢調査 500m メッシュを⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 

⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 

 

 

Ｈ52 

大和支所 

久井支所 

本郷支所 
三原市役所 
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２ ３ 

都市構造上の課題の分析 
 

１．公共交通の利便性，持続可能性    
 

○⾼齢化の進⾏により，公共交通の役割が⾼まる⼀⽅で，⼈⼝減少に伴う利⽤者減による収入減や
利⽤者の少ない不効率な路線の増加により，市負担額のさらなる増加が懸念されるとともに，こ
れを抑制するためにサービス水準が低下することが懸念されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 バス路線と⼈⼝増減数 

資料：Ｈ22 は国勢調査 500m メッシュ Ｈ52 は左記を⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 
⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 

 

 

 

 

 

  

 バス路線 
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2.    ⽣活サービス施設の利便性，持続可能性 
 

○⼈⼝減少の進⾏に伴い，⽣活サービス施設（病院・診療所，商業施設・銀⾏等）の持続が困難とな
る可能性があります。 

○また，⼈⼝密度が低下することで低密度な市街地が形成され，市街地のにぎわいや活⼒の低下に
つながる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設分布（病院・診療所）と⼈⼝密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設分布（病院・診療所）と⼈⼝密度 

病院・診療所 

病院・診療所 

Ｈ52 
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図 施設分布（商業施設）と⼈⼝増減数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設分布（商業施設）と⼈⼝密度 

 

  

商業施設 

(Ｈ52) 

商業施設 
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図 施設分布（銀⾏・郵便局）と⼈⼝増減数 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 施設分布（銀⾏・郵便局）と⼈⼝密度 

 

  

銀行・郵便局施設 

銀行・郵便局施設 

(Ｈ52) 
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図 施設分布（児童福祉施設）と⼈⼝増減数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 施設分布（児童福祉施設）と⼈⼝密度 

  

児童福祉施設 

児童福祉施設 

(Ｈ52） 
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図 施設分布（学校・幼稚園）と⼈⼝増減数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 施設分布（学校・幼稚園）と⼈⼝密度 
資料：Ｈ22 は国勢調査 500m メッシュ Ｈ52 は左記を⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 

⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 
 

学校・幼稚園 

学校・幼稚園 

（Ｈ52） 
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〔参考〕500m メッシュの人口密度と施設の⽴地確率 

 

資料：都市構造の評価に関するハンドブック 国⼟交通省都市局都市計画課 
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３．⾼齢者の健康，福祉    
 

○⾼齢者数が増加すると⾒込まれる地域に⽼⼈福祉施設が⽴地している状況ではありません。また，
全市的に⾼齢者が増えることから，⾼齢者の⽣活サービス施設のサービス水準が低下する可能性
があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ⽼⼈福祉施設と平成 52 年と平成 22 年の⾼齢者数の増減数 
資料：Ｈ22 は国勢調査 500m メッシュを⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 

⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 

 

 

  

老人福祉施設 
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○⾼齢者数が増加すると⾒込まれる地域には概ねバス路線がありますが，現在のサービス水準が低
かったり，⼈⼝減少に伴う利⽤者数の減少によりサービス水準の低下が懸念されることから⾼齢
者の外出機会が減少する可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 バス路線と平成 52 年と平成 22 年の⾼齢者数の増減数 

資料：Ｈ22 は国勢調査 500m メッシュを⽤いてＨ52 国⽴社会保障・ 
⼈⼝問題研究所の推計結果をもとにコーホート要因法で作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 バス路線 
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資料：健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン 

 

 

 

４．災害などに対する安全性    
 

○災害の危険のある地区に将来に渡って居住する可能性があり，市⺠の安全な⽣活に支障をきたす
可能性があります。 

 

 

 

  

年間の医療費抑制効果＝ 
歩⾏数の増加した住⺠数×1 ⽇当たりの歩⾏増加量×０．０６１円／歩×３６５⽇ 

〔参考〕 
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５．財政の健全性    
 

○公共施設やインフラ施設の維持管理費が増⼤することから今後ますます財政状況が厳しさをます
可能性があります。 

○⼈⼝減少，市街地の地価の下落によって，さらなる歳入減少を招く可能性があります。 

 

図 市有施設に係る将来の更新費⽤の推計 

資料：公共施設等総合管理計画 素案資料 

 

 

図 三原市の評価面積と固定資産税（評価額）平成 27 年度評価 
資料：市資料 

 

図 地域別の地価の変動率の推移 

資料：地価公示，都道府県地価調査 H8 H27 までのデータが揃っている地点を対象 
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２ ４ 

現状，課題のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○既に⼈⼝は減少傾向
を示し，今後も継続 

○市街地の低密度化が
進⾏ 

○⼈⼝は市街地部（市
街化区域等）に集中 

○⾼齢化の進⾏が顕著 

○建物⽤地が平地部を
中心に拡⼤ 

○住宅総数の増加に併
せて，空き家も増加
傾向 

○鉄道，バス等の公共
交通利⽤者は減少傾
向 

○郊外部は路線バス運
⾏本数が少ないが，
地域コミュニティ交
通でカバー 

○⾼齢者の免許保有率
は増加傾向 

○地域公共交通に対す
る市負担は増加傾向 

○⼈⼝密度が⽐較的⾼
い地区に，各施設が
⽴地 

○商業施設は他の⽣活
利便施設と⽐較して
⼈⼝カバー率が低い 

○公共施設は概ね中心
部に分布 

○現在の居住エリアに
は，⼟砂災害など災
害発⽣の恐れがある
区域が存在 

○市街地における可住
地の⼤部分が浸水想
定区域 

 

◇⾼齢化の進⾏により公共交通の
役割が⾼まる。 

◇その⼀⽅で，利⽤者減に伴う収入
減や利⽤者の少ない不効率な路
線の増加に伴う市負担額のさら
なる増加が懸念される。 

◇市負担額を抑制するためにサー
ビス水準の低下や，路線の廃⽌が
懸念される。 

◇⼈⼝減少に伴い，⽣活サービス
施設（病院，銀⾏，商業施設
等）の持続が困難になる可能性
がある。 

◇⼈⼝密度が低下することで低密
度の市街地が形成され，市街地
のコミュニティや活⼒低下につ
ながる可能性がある。 

◇⾼齢者⼈⼝の増加に伴い，⾼齢
者の⽣活支援施設のサービス水
準が低下する可能性がある。 

◇公共交通のサービス水準の低下
等が懸念されており，⾼齢者の
外出機会が減少する可能性があ
る。 

◇将来にわたり，災害の危険性が
ある地区に居住する可能性があ
り，市⺠の安全な⽣活に支障を
きたす可能性がある。 

◇今後，公共施設やインフラ施設
の維持管理費が増⼤することか
らますます財政状況が厳しさを
増す可能性がある。 

◇⼈⼝減少，市街地の地価下落によ
りさらなる歳入減少を招く可能
性がある。 

高齢者高齢者高齢者高齢者のののの福祉福祉福祉福祉，，，，健康 健康 健康 健康 

ま
ち
づ
く
り
の
課
題

 

①①①①人口 人口 人口 人口 ②②②②土地利用 土地利用 土地利用 土地利用 ③③③③公共交通 公共交通 公共交通 公共交通 

  

市民生活市民生活市民生活市民生活のののの利便性利便性利便性利便性，，，，持続可能性持続可能性持続可能性持続可能性    

 

④④④④都市機能 都市機能 都市機能 都市機能 

 

ア
ン
ケ
ー
ト

 

公共交通公共交通公共交通公共交通のののの利便性利便性利便性利便性，，，，持続可能性持続可能性持続可能性持続可能性    

「コンパクトシティ」
の必要性を多くの⽅が
認識している 

⑤⑤⑤⑤経済活動経済活動経済活動経済活動・⑥・⑥・⑥・⑥地価地価地価地価    ⑦⑦⑦⑦災害 災害 災害 災害 

鉄道駅までのアクセ
ス時間は 10 分までが
許容時間 

⼈⼝減少，少⼦⾼齢化
の進⾏については市⺠
も認知している 

⑧⑧⑧⑧財政 財政 財政 財政 

各施設までのア
クセス時間は
10 分までが許
容時間 

人口減少，超高齢社会人口減少，超高齢社会人口減少，超高齢社会人口減少，超高齢社会    

◇約 25年後には約2.5 万人減少（社人研推計）  ◇高齢化率は 40％を超える（市街地でも高齢化率が上昇）  ◇経済活動を支える 15～64 歳人口が大きく減少 

「公共交通機関の利便
性が⾼く，利⽤しやす
いまち」を求める意⾒
が多い 

商業施設，医療施設，⾦
融機関など⽇常⽣活に必
要な施設の優先度が⾼い 

現
状
の
整
理

 

○中心市街地の⼈⼝が
増加している⼀⽅で
年間販売額，店舗数
は減少が顕著 

○固定資産税は，市街
地が⼤きな割合を占
めている 

○⼀⽅で市街地の地価
は下落傾向にある 

○⽣産年齢の減少に伴
い市⺠税も減少 

○⾼齢者の増加に伴い
扶助費や介護保険が
増加傾向 

○公共施設の維持・更
新費は今後，⼤幅な
増加⾒込み 

○⾃主財源⽐率は減少
傾向 

「⽣活に必要なサービ
スが提供されるまち」
を求める意⾒が多い 

災害等災害等災害等災害等にににに対対対対するするするする安全性 安全性 安全性 安全性 

「⼟砂災害，水害など
の災害対策」に対する
重要度が⾼い 

財政財政財政財政のののの健全性 健全性 健全性 健全性 
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第３章 
まちづくりの方針 
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３ １ 

目指すべき都市像 
 

多くの地方都市では，これまで郊外開発が進み市街地が拡散してきましたが，今後は急速な人口減
少が⾒込まれています。拡散した市街地のままで人口が減少し居住が低密度化すれば，⼀定の人口密
度に⽀えられてきた医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等の⽣活サービスの提供が将来困難になりかねない
状況が発⽣します。また，⾼齢化社会の進⾏により，⾼齢者が増加する中で，医療・介護の需要が増加
し，医療・福祉サービスの提供や地域の活⼒維持が満⾜にできなくなることが懸念されています。 

三原市における人口減少は，⽇本の全体人口より 20 年以上早く始まっており，これに加えて⾼齢者
の増加や少⼦化といった人口構成は変化してきており，これらの状況は今後も続くものと予測されて
います。また，財政⾯においては，人口減少や地価の下落に伴う税収の減少や社会福祉関連経費の増
加，公共施設の⽼朽化に伴う維持・更新費の⼤幅な増加⾒込みなど，非常に厳しい状況にあります。さ
らに，⽣活⾯においては，⾞社会の進⾏等を背景に郊外部での宅地開発が進み，市街地は拡⼤するとと
もに，⼤型ショッピングセンターの⽴地により，市街地中⼼部における空き家，空き店舗等が増加し，
中⼼市街地の空洞化が⼤きな課題となっています。 

このような中，⾼齢者を含め誰もが安⼼して元気に三原で住み続けられること，⼦育て世代などの
若年層にとっても魅⼒的なまちにすること，災害に強いまちづくりを進めること，さらには財政⾯・経
済⾯において，持続可能な⾏政経営を可能とすることが求められています。そのためには，これまでの
市街地拡⼤を前提とした都市計画のあり方を転換し，既存ストックを活かした集約型の都市構造を目
指すことが必要であり，コンパクトなまちづくりと，これと連携した公共交通のネットワークを形成
することが重要になります。 

⽴地適正化計画は，これらのまちづくりを進めるために，集約型の都市構造に向けて「コンパクト＆
ネットワーク」を形成することより，持続可能なまちづくりを実現するための計画であり，本計画にお
ける今後のまちづくりの方向性として次のことを定めます。 

 

 

 

こうしたコンパクトなまちづくりは，誰もが住み慣れた地域で「住みたい・住み続けたい」と感じ，
その想いを実現するために取り組むものであるとともに，将来に向けた「目指すべき都市像」を実現す
るものでなければなりません。  

＜まちづくりの方向性＞ 
○市⺠⽣活を⽀える医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等の各種機能を中⼼拠点や⽣活拠点に集約化

し，これらの⽣活サービスが継続的に維持され，効率的に提供される拠点づくり 
○拠点周辺や公共交通の利⽤が便利な地域に居住を誘導することにより，誰もがこれらの⽣活サ

ービスを利⽤でき，コミュニティが持続的に確保され，安全・安⼼して暮らせる地域づくり 
○公共交通を軸に拠点へのアクセス及び拠点間のアクセスを確保することにより，不⾜する各種

機能を地域間で補い，市全体でカバーできる公共交通ネットワークの形成 
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三原市⻑期総合計画（みはら元気創造プラン）では，本市のまちづくりで⼤切にすることは「元気」
と定め，市⺠⼀人ひとりが⼒を結集して，瀬⼾内の中で光る元気の実現を目指し，そして発信し,さら
なる元気の創造につなげる「瀬⼾内元気都市みはら」の実現をめざしています。また，この元気を創造
するためには，市⺠⽣活を⽀えるハード・ソフトの両⾯が整った「安全・安⼼そして快適」に暮らせる
まちづくりが土台となります。 

これらの将来像を実現するため，本計画では，集約型の都市構造を目指し，コンパクト＆ネットワー
クの形成により，誰もが住み続けられるまちづくりに向けて，目指すべき都市像を次のとおり定めま
す。 

 

 
目指すべき都市像実現のために，次の３つのまちづくりの目標を定めます。 

 

 

  

＜目指すべき都市像＞ 
安全・安心・快適，そして元気に住み続けられるまちづくり 

 コンパクト＆ネットワークによる都市の再構築  

＜まちづくりの目標＞ 
○まちの元気創造のため，⾼齢者を含め誰もが出歩きしやすく，健康で快適な⽣活が送れる「元

気」なまちづくり 
○安全で安⼼して暮らせる居住地形成のため，⽇常⽣活に必要なサービス施設が利⽤しやすく，

⼦育て世代にも魅⼒があり，また災害の危険性の無い「安全・安⼼」のまちづくり 
○豊かな自然環境を共有し，市街地や中山間地域など市域全体が⼀体となった公共交通ネットワ

ークを形成し，質の⾼い住環境を形成する「快適」なまちづくり 
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３ ２ 

集約型の都市構造に向けて 
 

集約型の都市構造を構築するためには，市域全体を⾒渡しながら，市⺠⽣活を⽀える医療・福祉・⼦
育て⽀援・商業等の各種機能の集積状況や，将来の都市の姿を展望し，必要な都市機能をどこへ，どの
ように集積していくかの方向性を示し，都市の骨格的な構造を明らかにする必要があります。 

都市の骨格的な構造については，「⽣活拠点」と「都市内連携軸」により構成するものとし，⽣活拠
点は，「都市⽣活拠点」と「地域⽣活拠点」の２つの種類に区分します。都市⽣活拠点は，⾼い公共交
通の利便性を活かし，商業・業務など⾼次都市機能等が集積し，今後とも各種機能の維持・誘導を図る
とともに，市内外における都市活動の中⼼的な役割を担う拠点とします。また，地域⽣活拠点は，⽇常
⽣活に必要なサービス機能が集積する既存集落で，今後とも各種機能の維持・誘導を図るとともに，公
共交通等の複数の交通手段によりネットワークを形成する拠点とします。さらに，都市内連携軸は，⾼
齢者など自動⾞を自由に使えない人の移動環境に配慮し，公共交通を主体とした路線をはじめ，都市
の骨格を形成する主要な幹線道路であり，各拠点間の連携を強化する動線とします。 

集約型の都市構造に向けて，コンパクトなまちづくりを進めていくためには，拠点の魅⼒を⾼める
ことで，そこへ住みたいと考える人や公共交通等により拠点を利⽤しやすい場所に居住を増やしてい
くこと，そして⼀定の人口密度に⽀えられる各種の都市機能が集積していくことにより，将来的にま
ちがコンパクト化していく方向へ誘導することが必要です。 

 

▼拠点・軸の種類と概要 

拠点・軸の種類 概要 

⽣活 

拠点 

都市⽣活拠点 ●⾼い公共交通の利便性を活かし，商業・業務など⾼次都市機能が集積し，
今後とも各種機能の維持・誘導を図るとともに，市内外における都市活
動の中⼼的な役割を担う拠点 

地域⽣活拠点 ●⽇常⽣活に必要なサービス機能が集積する既存集落で，今後とも各種機
能の維持・誘導を図るとともに，公共交通等の複数の交通手段によりネ
ットワークを形成する拠点 

都市内連携軸 ●公共交通，主要な幹線道路など，複数の交通手段により，市内各地域の
拠点間の連携を強化する動線 
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三原市における都市構造の現状は，三原・本郷地域においては，都市計画区域内の市街化区域や⽤途
地域内に⼀定の居住がみられ，⽇常⽣活に必要な都市機能が集積し，比較的コンパクトな市街地を形
成しています。また，久井，⼤和地域では，各⽀所周辺や江木・和木地区において⼀定の⽣活サービス
施設の集積が⾒られるものの，全体的に人口密度は低く，地域全体に居住が広がっています。 

公共交通網としては，市内に５つの鉄道駅があり，その中でも JR 三原駅は山陽新幹線・山陽本線・
呉線が運⾏し，路線バスとの交通結節点にもなっています。また，路線バスは，JR 三原駅を中⼼に放
射状に各地域へネットワークしていますが，久井・⼤和地域をはじめ⼀部の地域では地域コミュニテ
ィ交通によりカバーしている状況であります。本市における交通移動手段の現状は，自動⾞利⽤が多
く，鉄道・路線バス等の公共交通の利⽤者は減少傾向にあり，これらの状況を踏まえた都市構造の構築
が必要です。 

集約型の都市構造に向けて，本市が目指すコンパクトなまちづくりは，⼀極集中的なものではなく，
市域全体を⾒渡し，⼀定の都市機能の集積や歴史的に集落の拠点としての役割を担ってきた地区など，
地域の実情や市街地形成の成り⽴ちに応じて複数の⽣活拠点を設定します。そして，これら複数の⽣
活拠点が公共交通を主体とした主要な幹線道路網によりネットワークを形成する，多極ネットワーク
型コンパクトシティを目指します。 
 

 

図 集約型都市構造のイメージ 
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３ ３ 

将来都市構造 
 

将来都市構造は，都市全体を⾒渡しながら，市⺠⽣活を⽀える医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等の都
市機能の集積状況や，概ね 20 年後の都市の姿を展望しつつ，必要な都市機能をどこへ，どのように維
持・誘導するかの方向性を示し，将来における都市の骨格的な姿を明らかにするものです。 

本計画では，三原市⻑期総合計画（みはら元気創造プラン）や都市計画マスタープランで示されてい
る将来都市構造との整合性を図りながら，集約型の都市構造に向けて２種類の「⽣活拠点」と「都市内
連携軸」により，将来都市構造を示します。 

 

▲将来都市構造図（⽣活拠点・都市内連携軸）  
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参考 将来都市構造の検討 

１）生活拠点の選定 

 

■施設集積状況の評価方法 
医療施設，商業施設，⾦融機関，多くの市⺠が利⽤する公共施設(市役所本庁・⽀所，保

健福祉センター)のうち２種類以上の施設が集積 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

抽出基準 数値基準 

⽇常⽣活サービス施設（医療施設・商
業施設，⾦融機関），多くの市⺠が利⽤
する公共施設（市役所本庁・⽀所，保健
福祉センター)の圏域に含まれている
か 

 
・上記施設の圏域を 800ｍと設定し，

施設圏域内にメッシュの中⼼が含ま
れているか判定 

・医療施設，商業施設，⾦融機関，公共
施設のうち，「２種類以上」の施設の
圏域に含まれているメッシュを抽出 

○⽇常⽣活サービス施設（市⺠ｱﾝｹｰﾄを参考とした） 
・医療施設   

病院，診療所，⻭科診療所 
・商業施設   

1,000 ㎡以上の商業施設 
（全国⼤規模小売店要覧 2014） 

 1,000 ㎡未満の商業施設（i ﾀｳﾝﾍﾟｰｼﾞのスーパー） 
・⾦融機関   

農協，銀⾏，郵便局，労働⾦庫，信⽤⾦庫，信⽤組合 
 

○多くの市⺠が利⽤する公共施設 
・市役所（本庁，⽀所） 
・保健福祉センター 

 
○施設の圏域   

⼀般的な徒歩圏 半径 800ｍ 
（都市構造の評価に関するﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ，市⺠ｱﾝｹｰﾄを参考 

とした） 
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【参考】市⺠アンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 自宅から自家⽤⾞を使わずに⾏けるところ（公共交通や自転⾞，徒歩等で⾏けるところ）にど
のような⽇常⽣活サービス施設があれば⽣活しやすいか。（該当する番号を３つまで選択） 

 

1．⽣鮮食品や⽇常⽣活⽤品などが揃うスーパーマーケットや商店街 
2．市役所や⽀所などの公共施設 
3．銀⾏や郵便局などの⾦融機関 
4．かかりつけ医となるような⽇常的な医療施設 
5．⾼齢者のための福祉施設（デイサービスなど） 
6．児童のための福祉施設（保育所や児童館など） 
7．学校や図書館などの教育文化施設 
8．その他（                        ） 

問７ 問６で回答したような施設を自宅⼜は駅・バス停などから徒歩や自転⾞で利⽤する際，その
施設までの所要時間はどのくらいまでなら許容できるか。（徒歩の場合，自転⾞の場合につい
てそれぞれ１つ選択） 

    

1．5 分以内   2．５分 10 分   3．10 分 15 分   4．15 分 30 分 

徒歩で「10 分」程度なら許容できる方の割合が９割を占める。65 歳以上の方に限定しても同
様の結果となっている。 

29.1% 1003

8.9% 305

20.1% 692

23.0% 791

6.7% 231

4.1% 140

6.8% 233

1.4% 49

0 200 400 600 800 1000 1200

ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄや商店街

市役所や支所などの

公共施設

銀行や郵便局などの

金融機関

日常的な医療施設

高齢者のための福祉施設

児童のための福祉施設

学校や図書館などの

教育文化施設

その他

必要な生活施設

127

10%

451

36%

469

37%

215

17%

施設までの所要時間（徒歩）

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

48

9%

181

35%

183

36%

103

20%

施設までの所要時間（徒歩）【65歳以上】

5分以内 5分～10分 10分～15分 15分～30分

⽣活に必要な⽇常サービス施設として，「ｽ
ｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄや商店街」といった商業施設の
項目が最も多く，次いで「⽇常的な医療施
設」，「銀⾏や郵便局などの⾦融機関」，「市
役所・⽀所などの公共施設」の順となって
いる。 
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２）生活拠点の選定図 

 

 

 

  

▲⽣活拠点の選定図 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑩ 

⑪ 

⑫ 

▼「２種類以上」の施設の圏域に含まれているメッシュ内の人口，人口密度，人口比率（全市） 
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３）都市生活拠点の選定 

将来都市構造の検討により選定された⽣活拠点において，公共交通のサービス水準が⾼く，

⽇常⽣活サービス施設及び多くの市⺠が利⽤する公共施設の集積状況により評価し，都市⽣活

拠点を選定する。⽣活拠点のうち都市⽣活拠点以外の⽣活拠点は地域⽣活拠点とする。 
 

【参考】市⺠アンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抽出基準 数値基準 

１）駅⼜はバス停の有無 
 

・⽣活拠点の選定で抽出したメ
ッシュのうち，駅⼜はサービ
ス水準の⾼いバス停のある
メッシュを抽出 

 

駅  有り 

バス停  片道 30 本以上／⽇のバス停 

※都市構造の評価に関するﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ，市⺠ｱﾝｹｰﾄを参考とした 
（市⺠ｱﾝｹｰﾄでは，⾼齢者の 5 割以上がバスの運⾏間隔として 30 

分に 1 本を許容。運⾏時間を 6 時から 21 時の 15 時間とした場 
合，片道 30 本/⽇） 

２）施設の集積状況 
 
・医療施設，商業施設，⾦融 

機関，公共施設の集積状況 

医療施設，商業施設，⾦融機関，多くの市⺠が利⽤する公共施設（市
役所本庁・⽀所，保健福祉センター）の有無 
 
・⽣活拠点の選定で抽出したメッシュのうち，医療施設，商業施

設，⾦融機関，公共施設の全ての種類の施設圏域内に，メッシュ
の中⼼が含まれているメッシュを抽出 

問１0 バスの運⾏間隔として，何分間隔までなら許容できるか 

1．10 分間隔（1 時間に 6 本）    2．15 分間隔（1 時間に 4 本） 
3．20 分間隔（1 時間に 3 本）    4．30 分間隔程度（1 時間に 2 本） 

バスの運⾏間隔の許容時間については，65 歳以上では「30 分間隔」であっても 5 割以
上の方が許容している。 

61

5%

271

21%

372

29%

572

45%

バスの運行時間の許容時間

10分間隔 15分間隔 20分間隔 30分間隔程度

21

4%

77

15%

120

23%

298

58%

バスの運行時間の許容時間【65歳以上】

10分間隔 15分間隔 20分間隔 30分間隔程度
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４）都市生活拠点の選定図 

 

  

3 施設 

2施設 

1施設 

拠点候補 

凡例 

駅 

4施設 

5施設 

▼拠点候補の人口，人口密度，公共交通の状況 

▲都市拠点の選定図 
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３ ４ 

⽴地適正化計画区域外の地域への対応 
 

⽴地適正化計画は，都市計画区域内において定める計画であり，居住誘導区域や都市機能誘導区域
等を定め，⼀定の人口密度を確保することにより，市⺠⽣活を⽀える各種サービス機能を維持・誘導す
ることにより，持続可能なまちづくりを目指すものです。 

しかし，中山間地域をはじめとした都市計画区域外の地域や居住誘導区域を設定できない市街化調
整区域等の地域では，人口密度は低く，小規模な集落が広い範囲に点在しているため，それぞれの集落
の中で，⽇常⽣活に必要な各種サービス機能の維持が困難な状況であります。その⼀方でこれらの地
域は，国土の保全，貴重な郷土文化の伝承など，様々な多⾯的機能を有しているとともに，多くの市⺠
にとっての⼤切な故郷でもあることから，その維持・存続に向けて，地域住⺠と⾏政が⼀体となって取
り組んでいくことが必要です。 

このような中，暮らしを守り，地域コミュニティを維持して持続可能な地域づくりを目指すための
取組みとして，「小さな拠点」づくりや「集落ネットワーク圏」の形成に注目が集まっています。小さ
な拠点や集落ネットワーク圏は，いずれも小学校区など複数の集落が集まる基礎的な⽣活圏の中で，
各集落に分散している様々な⽣活サービスや地域活動の場などを「合わせ技」でつなぎ，人やモノ，サ
ービスの循環を図ることで，市⺠⽣活を⽀える新しい地域運営の仕組みをつくろうとする取組みです。 

将来都市構造により位置づけられた地域⽣活拠点のほとんどが，居住誘導区域を設定できない集落
地域でありますが，市⺠⽣活を⽀える「小さな拠点」⼜は「基幹集落」として役割を担い，周辺集落と
地域コミュニティ交通などの移動手段で結ぶことにより，⾼齢者をはじめ誰もが安⼼して住み続けら
れる⽣活圏を形成します。また，市域全体でそれぞれの地域の実情に応じてつくられた様々な規模の
「拠点」を，路線バスを中⼼とした公共交通網でネットワークを形成することにより，市街地と中山間
地域がそれぞれの特性を活かして互いに機能を補い，市全体で市⺠の暮らしを総合的に⽀える仕組み
をつくることができます。 

 

 

図 集落ネットワーク圏のイメージ 

資料：過疎地域等集落ネットワーク圏形成⽀援事業 総務省地域創造グループ 
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第４章 
居住誘導区域 
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４ １ 

基本的な考え方 
 

居住誘導区域とは，⼈⼝減少の中にあっても⼀定のエリアにおいて⼈⼝密度を維持することにより，⽣活
サービス施設や地域コミュニティが持続的に確保されるよう居住を誘導すべき区域であり，交通の利便性や
災害に対する安全性等，総合的に勘案して区域を定める必要があります。このため，居住誘導区域は，都市
全体における⼈⼝や⼟地利⽤，交通や財政の現状及び将来の⾒通しを勘案しつつ，居住誘導区域内外にわた
る良好な居住環境を確保し，地域における公共投資や公共公益施設の維持運営などの都市経営が効率的に⾏
われるよう定めることが重要であります。 

都市計画運⽤指針では，①居住誘導区域を定めることが考えられる区域，②居住誘導区域に含まない区域，
③原則として居住誘導区域に含まない区域，④災害リスク，警戒避難体制の整備状況，災害を防止し，又は
軽減するための施設の整備状況や整備⾒込み等を総合的に勘案し，居住を誘導することが適当でないと判断
される場合は，原則として居住誘導区域に含まない区域，⑤慎重に判断を⾏うことが望ましい区域として，
次のとおり定めています。 

 

①居住誘導区域を定めることが考えられる区域 
ア）都市機能や居住が集積している都市の中心拠点及び⽣活拠点並びにその周辺の区域 
イ）都市の中心拠点及び⽣活拠点に公共交通により⽐較的容易にアクセスすることができ，都市の

中心拠点及び⽣活拠点に⽴地する都市機能の利⽤圏として⼀体的である区域 
ウ）合併前の旧町村の中心部等，都市機能や居住が⼀定程度集積している区域 

 
②居住誘導区域に含まない区域 
ア）都市計画法第７条第１項に規定する市街化調整区域 
イ）建築基準法第 39 条第１項に規定する災害危険区域のうち，同条第２項の規定に基づく条例によ

り住居の⽤に供する建築物の建築が禁止されている区域 
ウ）農業振興地域の整備に関する法律第８条第２項第１号に規定する農⽤地区域又は農地法第５条

第２項第１号ロに掲げる農地若しくは採草放牧地の区域 
エ）⾃然公園法第 20 条第１項に規定する特別地域，森林法第 25 条若しくは第 25 条の２の規定に

より指定された保安林の区域，⾃然環境保全法第 14 条第１項に規定する原⽣⾃然環境保全地
域若しくは同法第 25 条第１項に規定する特別地区又は森林法第 30 条若しくは第 30 条の２の
規定により告⽰された保安林予定森林の区域，同法第 41 条の規定により指定された保安施設
地区若しくは同法第 44 条において準⽤する同法第 30 条の規定により告⽰された保安施設地区
に予定された地区 

 
③原則として居住誘導区域に含まない区域 
ア）⼟砂災害特別警戒区域 
イ）津波災害特別警戒区域 
ウ）災害危険区域（②のイに掲げる区域を除く。） 
エ）地すべり等防止法第３条第１項に規定する地すべり防止区域 
オ）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項に規定する急傾斜地崩壊危険区域 
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④災害リスク，警戒避難体制の整備状況，災害を防止し，又は軽減するための施設の整備状況や整備見
込み等を総合的に勘案し，居住を誘導することが適当でないと判断される場合は，原則として居住誘
導区域に含まない区域 

ア）⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防止対策の推進に関する法律第６条第１項に規定する⼟
砂災害警戒区域 

イ）津波防災地域づくりに関する法律第 53 条第１項に規定する津波災害警戒区域 
ウ）水防法第 14 条第１項に規定する浸水想定区域 
エ）特定都市河川浸水被害対策法第 32 条第１項に規定する都市洪水想定区域及び同条第２項に規

定する都市浸水想定区域 
オ）⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防止対策の推進に関する法律第４条第１項に規定する基

礎調査，津波防災地域づくりに関する法律第８条第１項に規定する津波浸水想定における浸水
の区域及びその他の調査結果等により判明した災害の発⽣のおそれのある区域 

 
⑤慎重に判断を⾏うことが望ましい区域 
ア）都市計画法第８条第１項第１号に規定する⽤途地域のうち工業専⽤地域，同項第 13 号に規定す

る流通業務地区等，法令により住宅等の建築が制限されている区域 
イ）都市計画法第８条第１項第２号に規定する特別⽤途地区，同法第 12 条の４第１項第１号に規定

する地区計画等のうち，条例により住宅の建築が制限されている区域 
ウ）過去に住宅地化を進めたものの居住の集積が実現せず，空地等が散在している区域であって，

⼈⼝等の将来⾒通しを勘案して今後は居住の誘導を図るべきではないと市町村が判断する区域 
エ）工業系⽤途地域が定められているものの工場の移転により空地化が進展している区域であって，

引き続き居住の誘導を図るべきではないと市町村が判断する区域 
 

 

 

 

図 居住誘導区域のイメージ 

資料：改正都市再⽣特別措置法等について 国⼟交通省都市局 
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４ ２ 

居住誘導区域の設定 
 

三原市における都市計画区域内の⼈⼝分布は，⼟地利⽤規制や地形上の制約などもあり，市街化区域や⽤
途地域内に集中しており，日常⽣活に必要な都市機能も集積し，⽐較的コンパクトな市街地を形成していま
す。また，都市計画区域を有する三原地域と本郷地域においては，合併前から⼀体の日常⽣活圏が構築され
ており，特に買い物や⼊院に関する医療は，三原地域の機能を本郷地域も享受している状況です。 

⼈⼝密度は，三原地域に設定されている⼈⼝集中地区（ＤＩＤ地区）が 45.79 ⼈/ha であり，市街化区域
と市街化調整区域（線引き）を指定した昭和 48（1973）年頃から，ほぼ⼀定の⼈⼝密度で推移しています。
また，三原地域における市街化区域内の⼈⼝密度は，工業専⽤地域を除き 46.24 ⼈/ha であり，⼈⼝集中地
区（ＤＩＤ地区）と同等以上の⼈⼝密度になっています。本郷都市計画区域（非線引き）の⽤途地域内にお
ける⼈⼝密度は 20.98 ⼈/ha であり，三原地域の⼈⼝集中地区（ＤＩＤ地区）や市街化区域に⽐べて少ない
ものの，市域全体や都市計画区域全体に対する⼈⼝密度と⽐較すると⾼い値になっています。 

これらのことから，本市における⼈⼝集積は，市街化区域や⽤途地域内に概ね集積している状況であり，
これらの⼈⼝密度が⾼いエリアにおいて，日常⽣活に必要なサービス施設も集積している状況です。その⼀
⽅で，こうしたエリアの中には災害発⽣の危険がある箇所が含まれており，災害リスクと隣り合わせになっ
ている居住地があります。 

公共交通は，都市計画区域内に三原・本郷・糸崎の３つの鉄道駅があり，JR 三原駅は山陽新幹線・山陽本
線・呉線が運⾏し，路線バスとの交通結節点にもなっています。路線バスは JR 三原駅を中心に放射線状に各
地域へネットワークしていますが，いずれの鉄道駅も路線バスとの交通結節機能を有しており，鉄道駅周辺
は公共交通のサービス水準が⾼い状況にあります。 

これらのことから，将来に渡って⼈⼝の集積と日常⽣活に必要なサービス施設を維持していくため，次の
⽅針に基づき居住誘導区域を設定します。 
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＜居住誘導区域の設定方針＞ 
方針①：引続き⼈⼝密度を維持する区域 

⼈⼝密度が⾼い三原地域の市街化区域，本郷地域の⽤途地域内を基本とし，将来⼈⼝などを推
計したうえで引き続き⼈⼝密度を維持する必要がある区域を設定します。ただし，都市計画法第
８条第１項第１号に規定する工業専⽤地域，同法第 12 条の４第１項第１号に規定する地区計画
のうち条例により住宅の建築が制限されている区域は除くものとします。 

 
方針②：日常生活サービス施設が集積している区域 

日常⽣活に必要な医療・商業・⾦融等のサービス施設が集積している区域で，今後とも維持・
誘導することにより集積していく必要がある区域 

 
方針③：都市機能誘導区域にアクセス性が高い区域 

居住誘導区域内に設定される都市機能誘導区域へ，⾞に過度に頼ることなく，徒歩や⾃転⾞，
路線バス等の公共交通によりアクセスが容易な区域 

 
方針④：災害リスクの低い区域 

設定⽅針①から③で抽出された区域内において，次に掲げる災害リスクが⾼い地区は，居住誘
導区域に含まないものとします。 

ア）都市計画運⽤指針において「居住誘導区域に含まない区域」，「原則として居住誘導区域に
含まない区域」として⽰されている区域 

イ）都市計画運⽤指針において「災害リスク，警戒避難体制の整備状況，災害を防止し，又は
軽減するための施設の整備状況や整備⾒込み等を総合的に勘案し，居住を誘導することが
適当でないと判断される区域」のうち，⼟砂災害警戒区域（⼟砂災害警戒区域の指定が未
実施の地区は，⼟砂災害危険箇所とする。） 

※ 三原市総合防災ハザードマップに⽰されている浸水想定区域は，公共下水道事業をはじめ
各種浸水対策の基盤整備を進めてきており，今後も計画的に進められることから居住誘導
区域に含めるものとします。また，気象予報や河川水位の観測データなどからある程度の
予測が可能であり，適切な避難勧告等により事前の避難や，浸水リスクの周知啓発等のソ
フト対策も併せて進めていくこととします。（三原市津波ハザードマップに⽰されている
南海トラフ巨大地震に伴う浸水想定区域についても同様とします。） 
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図 居住誘導区域（三原地域） 
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図 居住誘導区域（本郷地域） 

凡 例 
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第５章 
都市機能誘導区域と誘導施設 
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５ １ 

基本的な考え方 
 

都市機能誘導区域とは，居住誘導区域内に設定されるものであり，医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等
の生活に必要な都市機能を都市の中心拠点や生活拠点に誘導・集約し，かつ居住誘導区域と公共交通
等でネットワークすることにより，これらの各種サービスが維持され，効率的な提供が図られるよう
定める区域です。また，誘導施設とは，都市機能誘導区域ごとに⽴地を維持⼜は誘導すべき都市機能増
進施設を設定するものであり，当該区域に必要な施設を設定する必要があります。 

都市機能誘導区域は，都市全体を⾒渡し，鉄道駅に近い業務，商業などが集積する地区など，都市機
能が⼀定程度充実している区域や，周辺から公共交通によるアクセスの利便性が⾼い区域など，都市
の拠点となるべき区域を設定することが考えられます。また，都市機能誘導区域の規模は，⼀定程度の
都市機能が充実している範囲で，かつ，徒歩や⾃転⾞等によりそれらの間が容易に移動できる範囲で
定めることが必要です。 

都市計画運⽤指針では，留意すべき事項として次のとおり定めています。 

 

①都市機能誘導区域は，区域内の人口や経済活動のほか，公共交通へのアクセス等を勘案して，市
町村の主要な中心部のみならず，例えば合併前旧町村の中心部や歴史的に集落の拠点としての役
割を担ってきた生活拠点等，地域の実情や市街形成の成り⽴ちに応じて必要な数を定め，それぞ
れの都市機能誘導区域に必要な誘導施設を定めることが望ましい。 

②都市機能の充⾜による居住誘導区域への居住の誘導，人口密度の維持による都市機能の持続性の
向上等，住宅及び都市機能の⽴地の適正化を効果的に図るという観点から，居住誘導区域と都市
機能誘導区域の双方を定めるとともに，居住誘導区域の中に都市機能誘導区域を設定することに
なります。 

③都市機能誘導区域は居住誘導区域の中に設定されるものであり，都市機能誘導区域に医療・福祉・
商業等の都市機能とあわせて居住を誘導することが望ましい。 

 

 

図 都市機能誘導区域のイメージ 

資料：改正都市再生特別措置法等について 国⼟交通省都市局  
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５ ２ 

都市機能誘導区域の設定 
 

将来都市構造の検討において，⾼い公共交通の利便性を活かし，商業・業務などの⾼次な都市機能が
集積し，今後とも各種機能の維持・誘導を図るとともに，市内外における都市活動の中心的な役割を担
う生活拠点を都市生活拠点として位置づけています。 

都市機能誘導区域は，将来都市構造で示された都市生活拠点と同様な役割を担うものであり，本市
における都市機能誘導区域は，都市生活拠点として位置づけられた三原駅・本郷駅周辺地区をベース
にエリア設定します。また，都市機能誘導区域内に集積した各種の都市機能は，⾼齢者を含め誰もが容
易に利⽤できることが重要であり，徒歩や⾃転⾞等により区域内の施設間を容易に移動できる範囲で
定める必要があります。 

これらのことから，都市の中心的な生活拠点として，各種サービスの効率的な提供が図られるよう
次の方針に基づき都市機能誘導区域を設定します。 

 
▼拠点の種類と概要 

拠点の種類 概要 

生活 

拠点 

地域生活拠点 ●⽇常生活に必要なサービス機能が集積する既存集落で，今後とも
各種機能の維持・誘導を図るとともに，公共交通等の複数の交通
手段によりネットワークを形成する拠点 

都市生活拠点 ●⾼い公共交通の利便性を活かし，商業・業務など⾼次都市機能が
集積し，今後とも各種機能の維持・誘導を図るとともに，市内外
における都市活動の中心的な役割を担う拠点 

 都市機能誘導区域    ●都市生活拠点のうち，主要な公共交通施設を中心に徒歩圏内で設
定される区域であり，市内外からの来訪者を対象とした⾼次な都
市機能，⽇常生活に必要なサービス施設等の維持，誘導を図り，
都市生活の中心的な役割を担う区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜都市機能誘導区域の設定方針＞ 
方針①：将来都市構造の都市生活拠点 

将来都市構造の検討において，都市生活拠点として位置づけられた三原駅周辺・本郷駅周辺地
区を基本に，徒歩や⾃転⾞等により区域内の施設間を容易に移動できる範囲で定める。 

 
方針②：中心となる交通施設は鉄道駅 

都市機能誘導区域の中心となる交通施設は，鉄道・路線バス等の公共交通結節機能を有する鉄
道駅とする。 

 
方針③：区域界は道路・河川等の地形地物⼜は⽤途地域界 

JR 三原駅及び JR 本郷駅を中心に歩いて移動できる範囲（⼀般的な徒歩圏 800m）で，道路・
河川等の地形地物⼜は⽤途地域界などにより区域を設定する。 
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図 都市機能誘導区域（三原地域） 

凡 例 
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都市計画区域 

都市機能誘導区域 

居住誘導区域 



112
 

 ２
．

本
郷

地
域

都
市

機
能

誘
導

区
域

    
  

図 都市機能誘導区域（本郷地域） 

凡 例 

市街化区域・用途地域 

都市計画区域 

都市機能誘導区域 

居住誘導区域 
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５ ３ 

誘導施設の設定 
都市機能誘導区域には，区域ごとに⽴地を維持・誘導すべき都市機能増進施設として誘導施設を定

める必要があります。この誘導施設は，当該区域及び都市全体における現在の年齢別の人口構成や将
来の人口推計，施設の充⾜状況や配置等を勘案し，必要な施設を定めるものです。 

都市計画運⽤指針では，誘導施設は，居住者の共同の福祉や利便性の向上を図る観点から，次に掲げ
る施設を想定しています。 

 

●病院・診療所等の医療施設，⽼人デイサービスセンター等の社会福祉施設，⼩規模多機能型居宅
介護事業所，地域包括⽀援センター，その他の⾼齢化の中で必要性の⾼まる施設 

●⼦育て世代にとって居住場所を決める際の重要な要素となる幼稚園や保育所等の⼦育て⽀援施
設，⼩学校等の教育施設 

●集客⼒があり，まちの賑わいを生み出す図書館，博物館等の⽂化施設や，スーパーマーケット等
の商業施設 

●⾏政サービスの窓口機能を有する市役所⽀所等の⾏政施設 
 

また，留意すべき事項として次のことが定められています。 

①都市機能誘導区域外において，当該誘導施設が⽴地する際には，届出を要することに留意し，誘
導施設が都市機能誘導区域内で充⾜している場合等は，必要に応じて誘導施設の設定を⾒直すこ
とが望ましい。また，誘導施設が都市機能誘導区域外に転出してしまう恐れがある場合には，必
要に応じて誘導施設として定めることも考えられます。 

②誘導施設の種類に応じて，福祉部局，商業部局等の関係部局との調整を図った上で設定すること
が望ましい。なお，例えば医療施設を誘導施設として定めようとするときは，医療計画の策定主
体である都道府県の医療部局との調整が必要となるなど，都道府県と調整することが必要となる
場合があることも留意が必要です。 

 

●日常生活に必要な都市機能と高次な都市機能の分類 
 三原市における都市機能誘導区域は，鉄道駅を中心に徒歩圏内で設定され，⽇常生活に必要なサー
ビス施設をはじめ，市内外からの来訪者を対象とした⾼次な都市機能等の維持・誘導を図ることによ
り，都市生活の中心的な役割を担う区域であります。そのため，本市における主な都市機能を次のとお
り分類し，各地域の将来像等から誘導施設を選定します。 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

医療施設 ⾦融機関 公共施設 社会福祉
施設 

⼦育て⽀
援施設 

《日常生活に必要な都市機能》 

《高次な都市機能》 

医療施設 教育・⽂化
施設 

商業施設 

商業施設 

公共施設 

教育・⽂化
施設 
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１．三原地域都市機能誘導区域の誘導施設    
 

JR 三原駅を中心とした三原地域の都市機能誘導区域は，本市の中心市街地として役割を担うエリア
を含んでいるため，医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等の生活サービス施設と併せて中心市街地としての
魅⼒や活⼒の向上を図る⾼次な都市機能を提供する必要があります。そのため，誘導施設の設定にお
いては，⽇常生活に必要なサービス施設に加えて中心市街地の活性化に資する⾼次な都市機能を設定
します。 

誘導施設の設定に際し，医療・福祉・⼦育て⽀援・教育等の生活サービス施設は，それぞれの分野に
おける適正配置計画や地域包括ケアシステムの構築等により計画的な配置が⾏われており，順次，⽴
地適正化計画との整合を図ることとします。また，中心市街地の活性化に資する⾼次都市機能は，中心
市街地活性化基本計画において位置づけられた集客⼒があり，まちの賑わいを生み出す⾼次な都市機
能を設定します。 

 

 

２．本郷地域都市機能誘導区域の誘導施設    
 

JR 本郷駅を中心とした本郷地域の都市機能誘導区域は，本郷地域における中心拠点として⽇常生活
に必要な医療・福祉・⼦育て⽀援・商業等の都市機能を維持・誘導することが必要です。そのため，誘
導施設の設定においては，⽇常生活に必要なサービス施設を設定します。 

誘導施設の設定に際し，三原地域と同様に医療・福祉・⼦育て⽀援・教育等の生活サービス施設は，
それぞれの分野における適正配置計画や地域包括ケアシステムの構築等により計画的な配置が⾏われ
ており，順次，⽴地適正化計画との整合を図ることとします。また，商業施設は，生活の利便性を考慮
し，生鮮食品や⽇常生活⽤品が揃う⼀定規模以上のものを設定します。 

 

＜三原地域の誘導施設＞ 
●日常生活に必要な都市機能 

○市役所，保健・福祉施設（多くの市⺠が利⽤する公共施設） 
○⾼齢者相談センター（⾼齢化の進⾏の中で必要性が⾼まる社会福祉施設） 
○⼦育て世代包括⽀援センター（⼦育て世代に必要な⼦育て⽀援施設） 
 

●中心市街地の活性化に資する高次都市機能 
○⼤規模商業施設（店舗⾯積 10,000 ㎡超）（集客⼒・賑わいを創出する商業施設） 
 ⼤規模商業施設に併設される映画館，多目的活動ホール 
○図書館及び人が集まり，賑わいにつながる⺠間施設との複合施設（集客⼒・賑わいを創出す

る教育・⽂化施設等） 

＜本郷地域の誘導施設＞ 
●日常生活に必要な都市機能 

○市役所⽀所，保健・福祉施設（多くの市⺠が利⽤する公共施設） 
○⾼齢者相談センター（⾼齢化の進⾏の中で必要性が⾼まる社会福祉施設） 
○地域⼦育て⽀援センター（⼦育て世代に必要な⼦育て⽀援施設） 
○⼤規模商業施設（店舗⾯積 1,000 ㎡超）（生鮮食品や⽇常生活⽤品が揃う商業施設） 
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■主な都市機能増進施設一覧 

 
⽇常生活に必 

要な都市機能 
⾼次都市機能 備 考 

商
業
施
設

 

⼤規模 

商業施設 

店舗⾯積 10,000 ㎡超  ★ 建築基準法第 48 条 

同 1,000-10,000 ㎡ ★ ○ ⼤規模⼩売店舗⽴地法第 2 条 

スーパー（同 1,000 ㎡未満） ○   

コンビニエンスストア ○   

医
療
施
設

 

病院  ○ 医療法第１条の５ 

診療所 ○  医療法第１条の５ 

調剤薬局 ○  医療法第１条の２ 

⾦
融
機
関

 

銀⾏・郵便局 ○   

農協・信⽤⾦庫・信⽤組合等 ○   

キャッシュサービス（コンビニ等） ○   

公
共
施
設

 

市役所（本庁） ★   

⽀所・住⺠窓口 ★   

保健・福祉施設 ★   

国・県の機関  ○  

社
会
福
祉
施
設

 

障害者福祉施設 ○  

法律に定める施設⼜
は事業の⽤に供する
施設のうち，通所等を
目的とする施設※１ 

⽼人福祉施設 ○  

⾼齢者相談センター（地域包括⽀援センター） ★  

児童福祉施設 ○  

⼦
育
て
⽀
援
施
設

 

保育所（園） ○  

放課後児童クラブ ○  

認定こども園 ○  法第２条第６項※２ 

⼦育て世代包括⽀援センター 

地域⼦育て⽀援センター 
★ 

  

幼稚園 ○  学校教育法第１条 

教
育
・⽂
化
施
設

 

⼩学校・中学校 ○  学校教育法第１条 

⾼等学校  ○ 学校教育法第１条 

⼤学  ○ 学校教育法第１条 

各種学校  ○ 学校教育法第 134 条 

図書館 ○ ★ 図書館法第 2 条第 1 項 

ホール機能を有する施設  ○  

 

★ 都市機能誘導区域において誘導施設として設定し，重点的に維持・誘導を図る都市機能 

○ 維持・誘導を図る都市機能 

 

 

 

※1 社会福祉法，⽼人福祉法，⾝体障害者福祉法，知的障害者福祉法，生活保護法，⾼齢者の医療の確保に関する法律，地 
  域における医療及び介護の促進に関する法律，介護保険法，児童福祉法，⺟⼦及び寡婦福祉法，⺟⼦保健法，障害者の⽇

常生活及び社会生活を総合的に⽀援するための法律 
※2 就学前の⼦どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律 
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第６章 
⼈⼝密度及び都市機能を維持・誘導するための具体的な施策 
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６ １ 

基本的な考え方 
 

三原市の⼈⼝は，今後も減少傾向が続くものと予測されており，国⽴社会保障⼈⼝問題研究所の推計に
よると平成 52(2040)年には約 72,000 ⼈まで減少し，平成 27(2015)年の 96,205 ⼈に対して約 25％の
減少が⾒込まれています。また，三原市⼈⼝ビジョンでは，⼈⼝の将来展望として，平成 52(2040)年時
点で概ね８万⼈，平成 72(2060)年時点で概ね７万⼈と設定しています。 

⼈⼝減少下にあっても，住み続けられる都市を維持するため，また，安全・安心・快適，そして元気に
住み続けられるまちづくりを進めるためには，まちづくりの⽅針に基づき官⺠連携のもと，様々な施策を
展開していくことにより，⼈⼝密度及び都市機能を維持していくことが重要となります。 

居住誘導区域における⼈⼝密度は，1 ヘクタール当たり 54.4 ⼈（平成 22(2010)年国調⼈⼝），三原地
域 61.2 ⼈/ha，本郷地域 29.3 ⼈/ha となっており，これに将来⼈⼝推計値の減少率を単純に当てはめる
と 1 ヘクタール当たり 44.6 ⼈（平成 42(2030)年社⼈研推計値）三原地域が 50.1 ⼈/ha，本郷地域が
24.0 ⼈/ha になります。居住誘導区域内には，⽇常⽣活に必要な医療・商業・⾦融等のサービス施設が集
積していますが，圏域に⼀定規模の利⽤⼈⼝を確保することにより，これらのサービス施設を今後も維持
していくことが必要です。また，⼈⼝密度については，⾏政コストにおいても相関関係を有しており，⼈
⼝密度が⼩さいほど，住⺠１⼈あたりの⾏政コストが増⼤しています。今後，財政状況が厳しさを増すこ
とが⾒込まれる中，⼈⼝密度を⾼め，⾏政の効率化を図ることが不可⽋になっています。 

これらのことから，⼈⼝密度及び都市機能を維持・確保するための⽅針を次のとおり定め，この⽅針に
基づき具体的な施策に取り組んでいきます。 
 

 

▲利⽤⼈⼝と都市機能の関係 

（改正都市再⽣特別措置法等について 国⼟交通省都市局） 
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▲市町村の⼈⼝密度と⾏政コストの関係 

（改正都市再⽣特別措置法等について 国⼟交通省都市局） 

 

 

 

 

  

〈    ⼈⼝密度及び都市機能を維持・誘導するための⽅針    〉    

○居住誘導区域における⼈⼝密度の維持 
居住誘導区域の⼈⼝密度を維持するため，区域内における居住環境の維持・向上に向けた基盤
整備を進めるとともに，都市機能や公共交通等へのアクセス性を向上させるため，歩⾏環境や
⾃転⾞⾛⾏環境の向上に努めます。 

○都市機能誘導区域における都市機能の維持・誘導 
三原地域については，本市の中心市街地として市域全体の中心的な役割を担う拠点とし，⽇常
⽣活に必要な都市機能のみならず集客⼒・賑わいを⽣み出す⾼次な都市機能の維持・誘導を図
ります。また，本郷地域については，⽣活拠点の核として，⽇常⽣活に必要な各種サービス施
設の維持・誘導を図ります。 

○まちづくりと連携した公共交通ネットワークの形成 
三原市地域公共交通網形成計画との連携を図り，市⺠ニーズや地域特性に対応した公共交通体
系を構築するとともに，⽇常⽣活を⽀える公共交通の維持・活性化に向け，市⺠・交通事業者・
⾏政等の連携により，公共交通の利⽤促進とネットワークの形成に取り組みます。 
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６ ２ 

事業方策の検討 
 

１．居住誘導区域における⼈⼝密度の維持に関する施策    
 
（１）良好な居住環境の形成 

⼈⼝減少下にあっても居住誘導区域における⼈⼝密度を維持していくためには，居住誘導区域の魅⼒
を⾼めることで，そこに住みたいと思える市⺠を増やしていくことが必要です。そのため，居住誘導区
域内における居住環境の向上に向け，市⺠意向調査により重要度が⾼く，満⾜度が低い結果であった災
害対策等の安全性，公共交通の利⽤しやすさ等の利便性の向上に向けた取組みを⾏います。 

また，重要度が⾼く，満⾜度も⾼い結果であった街並み景観について，その保全につとめるとともに，
本市の歴史・⽂化を伝える魅⼒的な地域資源や，⽔と緑に囲まれた豊かな⾃然環境を活かした，個性的
で魅⼒ある景観形成の取組みを進め，快適な居住環境を創出します。 

○ ⾃主防災組織の組織率向上に向けた⽀援をはじめ，市⺠が多様な⼿段で災害情報を迅速・確実に
取得できる体制の構築など，地域防災⼒の向上に向けた取組みを進めます。 

○ 河川・砂防等の災害を防止又は軽減する施設整備を推進するとともに，密集市街地における建築
物の耐震化，不燃化を促進します。 

○ 誰もが安心して外出できる環境整備のため，歩⾏空間のバリアフリー化を推進します。 

○ 夜間における歩⾏者等の安全や交通の円滑化を図るため，三原市道路照明施設整備計画に基づい
た街灯整備を進めます。 

○ 利便性が⾼く持続可能な公共交通体系を構築するため，三原市地域公共交通網形成計画に基づき，
交通事業者，市⺠と連携し，公共交通の利⽤促進を進めます。 

○ 公共空地・緑化空間が少ない地区における公園緑地の重点的な整備を進めます。 

○ 本市の個性を活かした景観の保全・形成を図るため，景観計画を策定し，景観条例や地区計画等
の⼟地利⽤計画制度を活⽤することにより快適な居住環境を創出します。 

 

（２）災害の発⽣のおそれがある土地における土地利用規制 
市街化区域内の現に市街化していない区域において，災害リスクが⾼く，災害を防止し，又は軽減す

るための施設の整備⾒込み等を踏まえ，当該区域の市街化を抑制することが望ましい区域については，
⼟地所有者の理解を得たうえで，市街化調整区域への編⼊等，都市計画制度を活⽤した⼟地利⽤規制を
強化し，防災上安全な地域への居住を誘導します。また，居住誘導区域外の市街化区域内農地において，
公害又は災害の防止等，良好な居住環境の確保に相当な効⽤があり，かつ公共施設等の敷地の⽤に供す
る⼟地として適している農地については，⽣産緑地地区※1 制度の活⽤により住宅開発を抑制し，居住誘
導区域内への居住を誘導します。 

○都市計画運用指針抜粋 
市街化区域内の現に市街化していない区域において，⼟砂災害特別警戒区域及び津波災害特別警

戒区域その他の溢⽔，湛⽔，津波，⾼潮，がけ崩れ等による災害の発⽣のおそれのある⼟地の区域
が含まれる場合は，必要に応じ，それぞれの区域の災害リスク，警戒避難体制の整備状況，災害を
防止し，又は軽減するための施設の整備状況や整備⾒込み等を踏まえつつ，当該区域を市街化調整
区域に編⼊することを検討することが望ましい。 

 
※1 ⽣産緑地地区とは，市街化区域内において緑地・環境保全的機能や多目的保留地機能に優れた農地等を計画的に保全し， 

それを良好な都市環境の形成につなげることを目的として指定する地域地区 
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（３）空き家等活用事業 
⼈⼝減少等により，居住誘導区域内においても，今後空き家・空き地の増加が⾒込まれるため，所有

者や地域及び不動産事業者等と連携した空き家活⽤等の取組みが必要です。そのため，地域の状況を的
確に把握し，空き家バンクなど既存制度の拡充や，他の⽤途への転換を含めた，地域の実情に即した新
たな空き家の活⽤⽅策を検討します。 

現在，策定を進めている三原市空き家等対策計画など，他の関連する施策と連携し，空き家の活⽤や
危険な空き家の解体・撤去など，居住誘導区域内の⽣活環境の保全を図ります。 

 
（４）若年及び⼦育て移住世帯家賃補助事業との連携 
  若年層移住者（40 歳以下の夫婦世帯及び⼦育て世帯）の増加による地域社会の活性化を促進するた 

め，市外から転居し，市内の賃貸住宅に居住する場合，経費の⼀部に対し補助⾦を交付しています。年々
⼈⼝減少が進んでいる中，特に⽣産年齢⼈⼝の減少による活⼒低下が懸念される状況であり，市外から
市内への移住者を呼び込み，定住を促進するとともに，居住誘導区域の魅⼒を⾼めながら，将来的に居
住誘導区域内への緩やかな誘導を図ります。 

 
（５）市営住宅施策との連携 

市⺠の居住環境として重要な役割を担う市営住宅については，将来にわたる⼊居者の暮らしやすさの
観点から，居住誘導区域外から居住誘導区域内への再配置を段階的に進め，居住の安定確保に努めます。 

 
（６）地域公共交通との連携 

居住の誘導により路線バス等の公共交通沿線の徒歩圏域の⼈⼝密度を⾼め，基礎的な需要を確保する
とともに，公共交通へのアクセシビリティ向上のため，鉄道駅・バス停までの歩⾏空間の改善や，乗り
継ぎ時間の連携等を進めることにより，公共交通の利便性向上と利⽤促進を図ります。 

 
（７）豊かな地域コミュニティの形成 

将来にわたり居住地として選択されるためには，⽇常⽣活に必要な医療・商業・⾦融等のサービス施
設の確保とともに，地域コミュニティの維持・増進が必要です。地域コミュニティの維持・増進を図る
ためにはまちづくり活動をはじめ，町内会・⾃治会組織を基盤とした地域の交流を促進し，市⺠と⾏政
の協働のまちづくりを推進することで豊かなコミュニティを育む居住環境の実現に取り組みます。 
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２．都市機能誘導区域における都市機能の維持・誘導に関する施策    
 

（１）中⼼市街地活性化基本計画掲載事業の推進【三原地域】 
三原地域における都市機能誘導区域は，本市の中心市街地でもあり，ＪＲ三原駅，三原駅バスターミ

ナル，三原内港等の重要な交通結節機能を有しているとともに，各種都市機能や歴史⽂化資産が集積し
ているエリアです。そのため，城下町の歴史・⽂化と調和した集客・賑わい・交流などを創出し，安定
的で継続した，新しい三原市の街の顔となる中心市街地を創造していく必要があり，三原市中心市街地
活性化基本計画（平成 27（2015）年９⽉策定，11 ⽉国認定）には，官⺠合わせて 52 事業（公共事業
15，⺠間事業 30，官⺠共同事業 7）が計画されており，掲載事業の着実な実施に取り組みます。 

 

 

▲三原市中心市街地活性化基本計画の主な掲載事業 

 

（２）三原駅前東館跡地活用整備事業の推進【三原地域】 
駅前東館跡地（約 6,000 ㎡）を活⽤し，図書館と⺠間施設を併せた複合施設と，駐⾞場・広場等を⼀

体的に整備することにより，市⺠にはより便利なサービスを提供する場所として整備するとともに，ま
ちの元気を市内外に発信できるにぎわい交流拠点としての活⽤を進めます。整備にあたっては，都市再
⽣整備計画事業（都市再構築戦略事業）を活⽤し，東館跡地活⽤整備事業をはじめ，周辺と⼀体的なま
ちづくりに取り組むことで，周辺商店街や⼤型店舗，港湾エリアにつながる歩⾏者導線の魅⼒を強化し，
集客⼒や回遊性の向上を目指します。 
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（３）街路本町古浜線４⼯区道路改良事業・交通安全施設等整備事業の推進【三原地域】 
市街地における交通の円滑化を図るとともに，⾼齢者をはじめ誰もが公共交通機関を利⽤した移動の

利便性及び安全性の向上を図るため三原市交通バリアフリー基本構想（平成 15（2003）年 3 ⽉策定）
に基づき，重点整備地区における歩⾏者空間のバリアフリー化を進めます。 

 

三原市交通バリアフリー道路特定事業計画（平成 18（2006）年１⽉策定） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲重点整備地区内における特定経路配置図 

特定経路の整備状況 

経路番号 路線名 事業区間 延⻑ 整備状況 
特定経路① 市道城町 30 号線 三原駅前⻄交差点 三原桟橋前交差点 170ｍ 未整備 

特定経路② 
市道港町５号線 ⻄ 1 番ガード南交差点 帝⼈通り交差点 170ｍ 整備済 
市道港町５号線 帝⼈通り交差点 曙橋北詰交差点 230ｍ 整備済 
国道 185 号 三原桟橋前交差点 帝⼈通り交差点 150ｍ 整備済 

特定経路③ 
市道本町 44 号線 ⻄１番ガード南交差点 隆景広場北側交差点 100ｍ 整備済 
(都)本町古浜線 隆景広場北側交差点 三原城跡北側交差点 150ｍ 整備中 
市道館町16号線外１路線 三原城跡北側交差点 東町郵便局前交差点 700ｍ 整備済 

 

バリアフリーバリアフリーバリアフリーバリアフリー未整備区間 未整備区間 未整備区間 未整備区間 
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（４）東本通土地区画整理事業の推進【本郷地域】 
現在施⾏中の東本通⼟地区画整理事業の整備を推進することにより，良好な居住環境を創出するとと

もに，保留地を活⽤し，⽇常⽣活に必要な都市機能の導⼊等を促進します。 

 

 

▲東本通⼟地区画整理事業計画図 

 

（５）都市計画道路椋本三太⼑線の整備推進【本郷地域】 
 都市機能誘導区域内に計画されている都市計画道路椋本三太⼑線は，誘導区域の骨格を形成する幹線
道路であり，都市機能を維持・誘導するために必要なインフラ施設であります。現在，東本通⼟地区画
整理事業により，⼀部区間の整備が⾏われていますが，未整備区間における事業着⼿が必要な状況であ
り，事業着⼿に向けた取組みを進めます。 

 

 

▲都市計画道路椋本三太⼑線 

整備推進区間 

事業中区間 

整備済区間 

都市機能誘導区域 
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（６）都市計画用途地域の見直し【本郷地域】 

 都市機能誘導区域内における⼟地の⾼度利⽤を図り，各種都市機能の誘導を促進するため，都市計画
道路椋本三太⼑線の整備状況等を勘案し，誘導区域東側エリアの都市計画⽤途地域について，商業等の
業務の利便性を増進するための⽤途地域への⾒直しを検討します。 

 

（７）税制上の支援制度（国が直接⾏う施策） 
⽴地適正化計画に定めた都市機能誘導区域への都市機能の⽴地を促進するため，誘導施設に対する税

制上の特例措置が次のとおり定められています。（平成 27(2015)年度時点） 
 

○税制措置の概要 
[都市機能の外から内（まちなか）への移転を誘導するための税制] 
・都市機能を誘導すべき区域の外から内への事業⽤資産の買換特例 

80％課税の繰り延べ 
[都市機能を誘導する事業を促進するための税制] 
（敷地の集約化など⽤地確保の促進） 
・誘導すべき都市機能の整備の⽤に供するため⼟地等を譲渡した場合の特例 

①居住⽤資産を譲渡し，整備された建築物を取得する場合 
買換特例 所得税 100％ 

②居住⽤資産を譲渡し，特別の事情により整備された建築物を取得しない場合の所得税（個⼈住 
⺠税）の軽減税率 
原則：15％（５％）→6,000 万円以下 10％（４％） 

③⻑期保有（５年超）の⼟地等を譲渡する場合 
・所得税（個⼈住⺠税）：軽減税率 原則 15％（５％）→2,000 万円以下 10％（４％） 
・法⼈税：５％重課→５％重課の適⽤除外 
・都市再⽣推進法⼈に⼟地等を譲渡した場合の特例 

①⻑期保有（５年超）の⼟地等を譲渡する場合 上記③に同じ 
②当該法⼈の⾏う都市機能の整備等のために⼟地等を譲渡する場合 1,500 万円特別控除 

（保有コストの軽減） 
・都市機能とあわせて整備される公共施設，都市利便施設への固定資産税等の特例 

５年間 4/5 に軽減 
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３．まちづくりと連携した公共交通ネットワークの形成に関する施策    
 

（１）三原市地域公共交通網形成計画との連携 
 本市では，市⺠協働による利便性が⾼く持続可能な地域公共交通体系の構築を目指し，三原市地域公
共交通網形成計画（平成 27（2015）年 3 ⽉）を策定し，地域公共交通の維持，活性化に向けた取組み
を⾏っています。地域公共交通の維持，活性化は，交通分野の課題解決にとどまらず，地域活性化のた
めに不可⽋な社会インフラであり，将来に向けたまちづくりと連携した取組みが必要です。そのため，
居住や都市機能の誘導によるコンパクトなまちづくりと地域公共交通の再編との連携によりコンパク
ト＆ネットワークによるまちづくりを進めます。 

 

▲集約型都市構造に向けた交通ネットワークイメージ 
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○三原市地域公共交通網形成計画（平成 27(2015)年３⽉策定） 
[計画の目標] 

① 機能集約されたコンパクトなまちづくりを⽀える地域公共交通の維持・活性化を図る 
本市の将来あるべき都市構造を⽀える地域公共交通体系の構築を目指すには，特に⽣活拠点，
空港等の交通施設，隣接都市間との連携を担う都市軸の強化，及び⽣活拠点周辺での移動ニー
ズに応じた⼿段の充実が必要である。そのため，本市の地域公共交通を都市軸に該当する「幹
線交通」，幹線交通を補完して各地域の移動ニーズに対応する「⽀線交通」の２つの機能に分担
して，その機能充実，及び維持・活性化を図ることで，機能集約されたコンパクトなまちづく
りを⽀える。 

②⼈⼝減少・⾼齢化社会において市⺠⽣活を⽀える地域公共交通⼿段を確保する 
⼈⼝減少，⾼齢化が急速に進む本市において，効率化・健全化の観点から既存の地域公共交通
の改善を図るとともに，例えば⼩規模な需要でも対応できるような，各地域のニーズに⾒合っ
た地域コミュニティ交通の導⼊を進めることで，将来にかけて市⺠⽣活を⽀援できる持続可能
な地域公共交通⼿段を確保する。 

③地域公共交通を守る市⺠意識の醸成と利⽤環境整備を推進する 
 利⽤者数が減少傾向にある地域公共交通の維持・活性化を図るため，市⺠⼀⼈ひとりが，鉄道，

航路，路線バス等の地域公共交通の重要性を認識し，⾃分達で守るといった意識醸成を図ると
ともに，地域公共交通が利⽤しやすい環境づくりを推進する。 

    

（２）交通施設のバリアフリー化の推進 
誰もが安心して公共交通を利⽤できる環境整備を進めるためには，歩⾏空間のバリアフリー化と併せ

て旅客施設のバリアフリー化を進める必要があります。本市では，三原市交通バリアフリー基本構想（平
成 15（2003）3 ⽉）を策定し，交通事業者と連携のもと，バリアフリーのまちづくりを進めてきまし
た。しかしながら，市⺠意向調査では，バリアフリー化に対する満⾜度は低く，今後も引続き交通事業
者と連携し，交通施設のバリアフリー化に取組みます。 
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６ ３ 

公的不動産（ＰＲＥ）の活用方針 
 

三原市が保有する建物施設の市⺠１⼈あたりの延床⾯積は，全国平均及び類似団体平均のいずれと⽐
較しても多く，今後，⼈⼝減少や地価の下落に伴う税収の減少，社会福祉関連経費の増加等が⾒込まれ
る中，これまでと同様の⽔準で公共施設等への投資を継続していくことは困難な状況であります。その
ため，三原市公共施設等総合管理計画（平成 28（2016）年 3 ⽉策定）では，公共施設等の現状と将来
⾒通しを踏まえ，量・質・コストの視点から⾒直しを⾏い，将来の世代に過⼤な負担を残さない最適な
配置を実現する総合的なマネジメントを推進し，建物施設に関する施設総量の適正化において，総延床
⾯積を今後 30 年間で 35％削減する目標値を定めています。 
 公共施設等の総合的なマネジメントを推進するにあたっては，本計画で⽰す将来のまちのあり⽅を⾒ 
据えた公共施設等の再配置を進めていく必要があり，都市の中心拠点や⽣活拠点となる都市機能誘導区 
域内においては，多くの市⺠が利⽤する集客⼒の⾼い公共施設を維持・集約又は整備することにより， 
拠点性を⾼めていくことが必要です。また，公共施設等を整備する際は，⺠間施設との複合化等を含め 
PPP／PFI 事業をはじめとした官⺠連携など，⺠間活⼒を導⼊した新たな⼿法を積極的に検討すること 
が必要です。 

公共施設の統廃合等により発⽣した未利⽤の公的不動産は，都市機能誘導区域内では不⾜する都市機
能を誘導するための⽤地としての活⽤を検討し，都市機能の集積を促進します。また，居住誘導区域内
においては居住を誘導するための受け皿として，⺠間活⼒による定住促進⽤地としての活⽤を進めます。 
 

○コンパクトなまちづくりと公共施設再編と連携    

 

▲⽴地適正化計画作成の⼿引き（国⼟交通省都市局都市計画課） 
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６ ４ 

届出制度について 
 

１．居住誘導区域外の届出制    
 

本計画区域内の居住誘導区域外における住宅開発等の動向を把握するため，居住誘導区域外の区域
で以下の⾏為を⾏う場合には，⾏為に着⼿する 30 ⽇前までに三原市⻑への届出が必要となります。ま
た，⼀体的な開発⾏為又は建築⾏為が⾏われる⼟地であって，居住誘導区域と居住誘導区域外を含む
場合は，届出が必要になります。 

 

○開発⾏為 
①3 ⼾以上の住宅の建築目的の開発⾏為 
②1 ⼾又は 2 ⼾の住宅の建築目的の開発⾏為で， 

その規模が 1,000 ㎡以上のもの 
③ 住宅以外で，⼈の居住の⽤に供する建築物とし

て条例で定めたものの建築目的で⾏う開発⾏為
（寄宿舎や有料⽼⼈ホーム等） 

 

○建築等⾏為 
①3 ⼾以上の住宅を新築しようとする場合 
②⼈の居住の⽤に供する建築物として条例で

定めたものを新築しようとする場合（寄宿舎
や有料⽼⼈ホーム等） 

③建築物を改築し，又は建築物の⽤途を変更し
て（①，②）住宅等とする場合 

 

２．都市機能誘導区域外の届出制    
 

本計画区域内の都市機能誘導区域外における誘導施設の⽴地動向を把握するため，都市機能誘導区
域外の区域で誘導施設を対象に以下の⾏為を⾏う場合には，⾏為に着⼿する 30 ⽇前までに三原市⻑へ
の届出が必要となります。 

◆開発⾏為 

①誘導施設を有する建築物の建築目的の開発⾏ 

 為を⾏おうとする場合 

◆開発⾏為以外 

①誘導施設を有する建築物を新築しようとする 

 場合 

②建築物を改築し，誘導施設を有する建築物と 

する場合 

③建築物の⽤途を変更し，誘導施設を有する建 

築物とする場合 

 

▲届出が必要な⾏為のイメージ 
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第７章 
取り組むべき事項の検討 
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７ １ 

集約型都市構造に向けた各種制度の活用 
 

今後，積極的に集約型の都市構造への転換を図るために，都市再生特別措置法に位置づけられてい
る以下のような制度を活⽤していくことが考えられます。また，⼀部は⺠間の開発や誘導施設にも関
連することから今後の活⽤のため周知を図ります。 
 

○居住調整地域（法第 89 条） 
居住調整地域は都市再生特別措置法第 89 条に定められた任意に⽴地適正化計画に定めるもので，

住宅地化を抑制するために定める地域地区です。市街化調整区域には定めることができません。 
居住調整地域は以下のような目的で定められます。 

 

また，区域内において，以下の⾏為を⾏う場合には居住調整区域を市街化調整区域とみなして開
発許可制度が適⽤されます。 
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○跡地等管理区域（法第 81 条８） 
跡地等管理区域は空き地が増加しつつあるものの相当数の住宅が存在する既存集落や住宅団地等

において跡地等における雑草の繁茂，樹⽊の枯損等を防⽌し，良好な生活環境の確保や美観風致の
維持を図ることを目的として，跡地等の適正な管理を必要とする区域及び跡地等の管理に係る指針
を定めることができます。具体的には以下のよう内容を規定するとともに，規定に則した管理が⾏
われるよう必要な対応をとることができます。 

 
具体的な区域の設定に当たっては 
①現に存する跡地等が既存集落や住宅団地等の生活環境及び美観風致に影響する空間的範囲の広

がりに加え，将来の跡地等の発生を考慮することが望ましい。 
②居住誘導区域外の区域全体を⼀の区域として設定することを想定したものではなく，既存集落

等の特性や跡地等の発生状況等を踏まえ，必要に応じて複数の区域を設定することができる。 
とされています。 
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○特例制度 
特例制度として以下の内容があります。今後，⺠間からの提案や特例の活⽤を検討することとし，

概要のみを示します。 
 
 
 
 
 
 
 
・都市計画決定等の提案制度 

居住誘導区域内において，２０⼾以上の住宅整備に関する事業を⾏おうとする者は，都市計画
(法第 86 条)⼜は景観計画(法第 87 条)について，住宅地の良好な環境・景観を保全するための提
案を⾏うことができます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・⺠間誘導施設等整備事業計画等の認定 

都市機能誘導区域内における誘導施設に係る建築物の整備を⾏なう都市開発事業にいて政令で
定める規模以上のものを施⾏しようとする⺠間事業者は，国⼟交通省令で定める「⺠間誘導施設
等整備事業計画」を作成し，国⼟交通大臣の認定を申請することができます。また，認定されれば
課税の特例措置を受けることができます。（法第 95 条） 

 

・⼟地区画整理法の特例    

⽴地適正化計画に記載された⼟地区画整理事業の施⾏者は，⼟地区画整理法に基づく換地計画
の内容について地権者等の全ての同意を得たときは，照応の原則（換地及び従前の宅地の位置，
地積，⼟質，⽔利，利⽤状況，環境等が照応するように定めなければならない）によらないで，換
地計画において換地を定めることができます。（法第 105 条） 

  

・都市計画決定等の提案制度 
・⺠間誘導施設等整備事業計画等の認定 
・⼟地区画整理法の特例 
・駐⾞場法の特例等 
・特定⽤途誘導地区 
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・駐⾞場法の特例等 
居住，医療，福祉，商業等の機能の集積する都市機能誘導区域では⾃動⾞流⼊が増大し，道路交

通の混雑・ふくそう，歩⾏者環境の悪化などを招く場合があるため，⽴地適正化計画において，駐
⾞場の配置の適性化を図るべき区域（駐⾞場配置適性化区域）を設定することができます。 

この区域では以下のような特例が認められます。 

  

▲都市再生特別措置法に基づく駐車場の配置適性化に関する手引き 
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・特定用途誘導地区 
都市機能誘導区域内で都市計画に特定⽤途誘導地区（法第 109 条）を定めることにより，誘導

施設を有する建築物について容積率・⽤途制限を緩和することができます。 
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第８章 
事業効果の評価指標の設定 
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８ １ 

目標値の設定 
 

⽴地適正化計画を策定した場合，概ね５年毎に計画に記載された施策・事業の実施状況について調
査，分析及び評価を⾏い，本計画の進捗状況や妥当性等を精査，検討することが望ましいとされていま
す。この評価を⾏う際に必要となる目標値について，次のとおり定めます。 

 

①居住誘導に関する目標値 
 

単位 
基準値 目標値 
H27(2015) 
（H22 国調） 

H47(2035) 
（H42 国調） 

居住誘導区域内の⼈⼝密度 ⼈／ha 53.0 52.0 
総⼈⼝に対する居住誘導区域内に住む⼈⼝⽐率 ％ 42.9 51.3 

 

②都市機能誘導に関する目標値 
 

単位 
基準値 目標値 
H27(2015) 
（H26 調査） 

H47(2035) 
（H46 調査） 

都市機能誘導区域内の歩⾏者・⾃転⾞交通量※ ⼈/日 24,373 24,560 
※都市機能誘導区域内の歩⾏者・⾃転⾞交通量は，中⼼市街地活性化基本計画による調査 16 地点の平日合計値 

 

③公共交通に関する目標値 
 

単位 
基準値 目標値 
H27(2015) 
（H26 調査） 

H47(2035) 
（H46 調査） 

⾞を利⽤しない市⺠の日常移動に対する満⾜度※ ％ 35.0 35.0 を上回る 
※⾞を利⽤しない市⺠の日常移動に対する目標値は，⾞を利⽤しない⼈に限定した満⾜度 

三原市地域公共交通網形成計画から掲載 
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■期待される効果を定量化 
 
①居住誘導と③公共交通の目標値に対する効果 

 
単位 

基準値 目標値 
H25(2013) H47(2035) 

路線バス利⽤者 1 ⼈あたりの市補填額 円/⼈ 154 154 を下回る 
 

②都市機能誘導の目標値に対する効果 
 

単位 
基準値 目標値 
H26(2014) 

(H26商業統計) 
H47(2035) 

(直近の商業統計) 
都市機能誘導区域の⼩売業年間販売額 億円 262 264 

※三原地域における都市機能誘導区域を含む（周辺）メッシュの⼩売業年間販売額 
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８ ２ 

施策の達成状況に関する評価方法の設定 
 

 コンパクトなまちづくりの推進に向けては，どのような都市構造を目指すべきか，客観的かつ定量
的な分析，評価のもと，市⺠をはじめとする地域の関係者でコンセンサスを形成することが重要です。
都市構造のコンパクトさを多角的に評価する手法として「都市構造の評価に関するハンドブック」（平
成 26(2014)年 8 ⽉：国⼟交通省都市局都市計画課）に⽰されている⽣活の利便性，健康・福祉など６
つの分野から評価する手法があります。今後，これらに⽰された手法を参考に，本市の都市構造の評価
を概ね５年ごとに実施していきます。 
 また，本計画については，概ね 20 年後の都市の姿を展望するとともに，あわせてその先の将来も考
慮する必要があり，必要に応じて計画の⾒直し等を⾏う動的な計画として運⽤すべきであり，⼈⼝動
向や社会経済情勢の変化等，必要に応じて適宜⾒直しを⾏います。 
 

 

 

 


